
（２）施策評価

①　対象

②　実施時期

　施策幹事部長及び教育委員会による評価 令和４年５月及び７月

③　評価に用いたデータ等

　○代表指標及び成果指標・業績指標の達成状況

　○令和４年度県民意識調査の結果

④　評価に用いた観点及び判定基準

（１）定量的評価

代表指標の達成状況から定量的に判定する。

【代表指標の達成率の判定基準】

※　「現状値」：第３期ふるさと秋田元気創造プランの「４　施策の数値目標」における現状値

【定量的評価の判定基準】

Ｅ 　代表指標が全て「ｅ」

Ｎ 　代表指標に「ｎ」を含む

Ｂ 　代表指標に「ｂ」があり、「ｃ」以下がない

Ｃ 　代表指標に「ｃ」があり、「ｄ」以下がない

Ｄ
　代表指標に「ｄ」、「ｅ」を含む

　ただし、「Ｅ」、「Ｎ」に該当するものを除く

実績値が未判明 ｎ 　実績値が未判明

評価結果 判定基準

Ａ 　代表指標が全て「ａ」

ｃ 　90％＞達成率≧80％

ｄ
　80％＞達成率

現状値＞実績値
　実績値が前年度より改善

ｅ 　実績値が前年度より悪化

ア　実施状況

　「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」の重点戦略及び基本政策に掲げる４３の施策

　○施策に関連する統計データ

実績値≧現状値

ａ 　達成率≧100％

ｂ 　100％＞達成率≧90％
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（２）定性的評価

　

（３）総合評価

Ａ

　定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から
　施策を評価する。

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

　成果指標・業績指標の達成状況を踏まえた上で、施策の取組状況とその成果、外的要因等から定性
的に判定する。
　なお、代表指標が未判明の場合は、中間動向等を参考にしつつ、上記の方法により判定する。

評価結果 判定方法
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イ　施策評価結果の概要及び評価結果の反映状況

■戦略１　秋田の未来につながるふるさと定着回帰戦略

○ 女性自身の意識の向上や企業経営者の理解が十
分に進んでおらず、女性管理職割合が伸びてい
ないほか、若年女性に対する県内企業の情報発
信が十分ではない。

○ 女性の挑戦や活躍への意識改革を促進するため、働く女
性のネットワークを官民一体で構築し、相互研鑽を行う
ラウンドテーブルを開催するほか、女性活躍に関する取
組が顕著である県内企業の好事例の発信や啓発イベント
を開催する。

○ 秋田県内企業経営者の若返りが進んでいないこ
とから、平均年齢は依然高い水準が続いてお
り、後継者不在率も全国水準から見ても高い状
態となっている。

○ 国事業を委託されている、秋田県事業承継・引継ぎ支援
センターと連携し、事業者ごとに、第三者承継やＭ＆Ａ
も含め最適な事業承継支援が行われるよう、中小企業支
援ネットワークの活動を強化するとともに、県独自の支
援として、Ｍ＆Ａ補助金や、アドバイザー派遣事業、事
業承継に係るセミナーを開催する。

○ 働き方改革の取組が進む中で、コロナ禍を契機
としてテレワークなどの多様な働き方のニーズ
が高まってきている。（県民意識調査で同様の
意見あり）

○ テレワークなどの柔軟な勤務形態の導入や社員のキャリ
アアップ支援など、多様な働き方ができる職場づくりに
向けた取組を進める。

各分野の県内企業においてはＩＣＴの活用が浸
透しておらず、一部、優良な事例は存在するも
のの、ＩｏＴ、ＡＩ等の先進技術の導入は限定
的である。

○ デジタル技術の普及啓発を図るため、デジタル技術の活
用方法について、団体等への訪問による相談会等を開催
するとともに、事業者の個別ニーズに応じた伴走型のサ
ポートを行うほか、デジタル技術の導入に取り組む事業
者に対する支援を行う。

○ ＩＣＴ等を活用したスマート農業技術について
は、実演会等でＰＲを図っているが、実演のみ
では効果が見えづらく、農家による積極的な導
入に直結していない。

○ スマート農業技術については、引き続き、実証ほを活用
して、生産者へ効果が期待できる作業体系等のＰＲに努
めるとともに、技術導入を推進していく。

（１）

○ 今後成長が見込まれるモビリティーの電動化へ
の対応が、企業成長の上で重要となっており、
電動化シフトのビジョンが明確となっている企
業がある一方、特に意識していない企業も散見
される。

○ 電動化をテーマとするセミナーや、中京圏等の自動車
メーカーと県内企業の電動化ビジネスマッチングのため
のコーディネーターの配置、電動化部品量産のための設
備導入補助金等、意識醸成から量産までの各種支援を推
進する。

○ 再エネ海域利用法に基づく公募による事業者の
選定や後続となる案件形成により、洋上風力発
電における事業者と県内企業のマッチングに向
けた動きが今後本格化していくため、これを契
機とした関連産業の育成・集積、県内人材の育
成・活用等につなげていくことが求められてい
る。

○ 県内企業による風力発電メンテナンスへの参入を引き続
き支援するほか、発電事業者のみらなず、部品供給・製
造を目指した大手事業者とのマッチングや県内人材の育
成への支援など、今後の洋上風力発電の展開を見据えた
関連産業の振興に向けた取組を進める。

○

総合評価 評価理由

Ｂ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「雇用創出数」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和３年度実績値は全体としては未判明であるが、雇用創出数目標値2,985人の
約３割に当たる900人を目標としている「企業誘致等による雇用」については、医療機器製造業の工場増
築などの大口案件が増えたことに伴い、前年度から大幅増加の1,445人（対前年度比＋971人）になること
が判明している。そのほか、「起業・創業」で425人（対前年度比△63人）、「漁業分野」で12人（対前
年度比＋１人）、「観光産業」で267人（対前年度比△31人）の雇用創出が判明している。構成要素のう
ち、未判明の「成長産業（輸送機産業、医療福祉産業、情報関連等）」、「農業」、「林業」における雇
用創出数が２年度と同程度で推移した場合には全体として2,776人となり、３年度目標値を下回ることが
見込まれる。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(100.5%) (68.5%) －

出典：県あきた未来戦略課調べ 指標の判定 （ ｄ ） ( ａ ) ( ｅ ) ｎ

2,772 2,985

実績 　(H28)　2,552 2,209 (2,334) (2,614) (1,898) R４.10月判明予定

代表指標①

雇用創出数（人）

目標 2,493 2,600

達成率 (93.6%)

１－１　社会減の抑制に向けた雇用の場の創出、人材育成・確保
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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総合評価 評価理由

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「人口の社会減」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和３年10月～４年５月の社会増減数の実績（△2,443人）に、未判明である４
年６月～９月の前年同期値（△48人）を加えた値は△2,491人、達成状況は78.5％で「ｄ」相当であるほ
か、成果・業績指標①「県内大学生等の県内就職率」や成果・業績指標⑤「Ａターン就職者数」も前年度
を上回る実績となったものの、目標値を下回る結果となった。

一方で、コロナ禍と相まった地方回帰志向の高まりの中で、オンライン等を取り入れながらの就活支援の
強化や、移住・Ａターン就職に関するきめ細かな相談対応、情報発信等を行った結果、成果・業績指標②
「就職説明会等への大学生等の参加者数」や成果・業績指標④「移住者数」が目標を大幅に上回るほか、
成果・業績指標③「高校生の県内就職率」も目標値を上回る見込みであるなど、社会減の抑制につながる
成果が現れてきている。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

－

出典：県調査統計課「年齢別人口流動調査」 指標の判定 ( ｂ ) ( ａ ) ( ｃ ) ｎ

達成率 (90.9%) (105.5%) (83.1%)

△ 2,050

実績 （H27）△ 4,100 △ 4,410 (△ 3,917) (△ 2,910) (△ 2,992) Ｒ４.11月判明予定

R元 R２ R３

代表指標①

人口の社会減（人）

目標 △ 3,590 △ 3,080 △ 2,560

● 私は成長分野と呼ばれる現場で勤務している
が、元々の人員不足で人材教育に手が回らない
ため、離職率が高いと思われる。そのため、企
業誘致とか情報教育よりも、人材確保に向けて
県全体で人を増やす必要があると思う。（県民
意識調査より）

● 県内企業の人材確保に向けて、若年者等の県内定着や、
潜在的労働者の割合が高い女性や高齢者の就業促進のほ
か、県外からの移住の促進や、外国人材の受入れなどに
取り組んでいく。

１－２　若者の県内定着・回帰と移住の促進による秋田への人の流れづくり
指標名 年度 現状値 H29 H30

○ 地方移住への関心の高まり等を受け、移住者は
増加傾向にあるが、農林水産業への就業は、農
地、機械・施設の確保や関連資格の取得等が必
要となり、技術習得にも時間がかかるため、就
業先として選択する人は限られている。

○ 農業においては、農業法人インターンシップ研修等を実
施し、移住就農希望者の就業体験と農業法人とのマッチ
ングにより雇用就農者の確保を図るとともに、関係機関
と連携した農地の確保や、就農後のフォローアップとし
て、引き続き技術の習得や機械・施設の導入等、ハー
ド・ソフト両面から支援していく。林業や水産業におい
ては、短期・中期の体験研修を行い、県外からの移住を
含めた多様なルートからの新規就業者の確保に取り組
む。

○ 医師については、初期研修医数は若干減少して
いるが、修学資金貸与を受けた地域枠医学生等
が医療現場に出始めていることから、一定程度
の成果が見え始めている。しかしながら、依然
として医師不足や地域偏在などは解消していな
い。

○ 国が示す各二次医療圏ごとの医師偏在指標を踏まえた
「医師確保計画」に基づき、秋田大学や県医師会などの
関係機関と連携しながら、医師不足や地域偏在の解消に
向けた施策を着実に推進する。

科学技術の進展や産業構造の変化等に伴い、地
元企業等が生徒に求める専門的な知識・技術が
変化しており、指導する教員に必要とされる能
力も高度化している。

○ 工業科の教員を対象とした高度加工技術に係る研修や、
教科「情報」等の教員を対象としたプログラミングに係
る研修を更に充実させ、全県規模での教員のスキルアッ
プを図る。

○ 新規高校卒業者の県内建設業への就職者数は、
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による
県内回帰が期待されるものの、少子化や人手不
足を背景とした人材獲得競争の中で大幅な増加
は見込めない。

○ 新卒者の県内建設業への就職を促進するため、工業高校
はもとより、普通高校や高専、大学等においても出前説
明会等を開催してマッチングを強化し、県内建設業への
入職増加に努める。

（２）

○ 全国的にＩＣＴ人材が不足する中、給与・待遇
格差や県内ＩＣＴ企業の情報発信不足から、首
都圏のＩＣＴ企業等に人材が流出する傾向があ
る。

○ デジタル人材の確保を図るため、専任職員を配置し、県
内ＩＣＴ企業のＰＲを行うとともに、転職サイトを活用
し、県内ＩＣＴ企業と県内外の求職者とのマッチングを
支援する。

○ 労働力不足や国内需要の縮小など、県内中小企
業の事業環境が厳しさを増す中、受け身の姿勢
の企業がいまだに多い。

○ 県内企業の抱える経営課題・技術課題にきめ細かく対応
できる相談・支援体制を引き続き整備し、その積極的な
活用を働きかける。

○

（１）

○ 20～40歳代の若い世代の移住希望者の多くが企
業への就職を希望しており、就職に関する相談
対応の強化が求められている。

○ Ａターンプラザ秋田での相談対応やＡターンフェアの開
催に加え、「あきた就職ナビ」の更なる活用を図るほ
か、企業とのマッチング機会と移住情報を一体的に提供
する移住・交流フェアの開催などにより、Ａターン就職
のあっせんを行っていく。
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（４）

○

○

首都圏を中心に高まりつつある「地方回帰」の
動きを受け、移住者数は年々増加しているが、
移住希望者からの相談においては、移住後の生
活に関する不安の声も寄せられている。

20～40歳代の若い世代の移住希望者の多くが企
業への就職を希望しており、就職に関する相談
対応の強化が求められている。

○

○

令和元年度に構築した移住サポートシステムを活用し、
市町村や移住支援機関等と連携した一体的な移住者サ
ポートに取り組むとともに、先輩移住者団体による交流
会や地域活動への参加のきっかけづくりを通じて、移住
者が安心して生活できるよう支援する。また、移住希望
者が秋田の暮らしをイメージしやすいように、ＶＲを活
用した体験機会を提供する。

Ａターンプラザ秋田での相談対応やＡターンフェアの開
催に加え、「あきた就職ナビ」の更なる活用を図るほ
か、企業とのマッチング機会と移住情報を一体的に提供
する移住・交流フェアの開催などにより、Ａターン就職
のあっせんを行っていく。

（２）

○

○

新型コロナウイルス感染症の影響と相まって、
高校生の県内就職率は、前年を上回る見込みと
なり、地元志向の継続が予想されるものの、業
種別求人のばらつきがある。

本県の高校卒業者の３年後の離職率（平成30年
３月卒業者：31.8％）は、全国平均（同：
36.9％） を下回ったものの、依然として高い水
準にある。

○

○

県内各地域振興局に配置した「若者定着支援員」によ
り、高卒求人開拓の強化、各高校に対する情報提供等の
充実に努める。

離職防止のためのセミナー等を実施し、定着支援の取組
を進めるとともに、就職支援員や教員が、卒業生が就職
した県内企業を積極的に訪問し、卒業生と面談するなど
フォローアップを行う。また、離職者のうちどのくらい
の割合が県内や県外に再就職しているかなどの実態把
握、離職者への県内再就職に必要な求人情報の提供等に
努める。

（３）

○

○

○

移住を希望する方の個々のニーズに対応した情
報や、移住潜在層を含めた幅広い層を対象とし
た情報の発信が不足している。

これまでオーダーメイド型留学や短期チャレン
ジ留学に参加した児童生徒や保護者の多くは、
移住に対して好意的な意見を持っているもの
の、実際に移住に結び付く件数は少ない。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、東京
圏からの転出者数が増加傾向にあるが、今後も
地方回帰の動きは継続し、他県との移住者獲得
競争が激化することが見込まれる。

○

○

○

市町村等と連携したきめ細かな情報提供や先輩移住者の
体験談、秋田暮らしの魅力のＰＲなど移住希望者の多様
なニーズ・関心に応える情報発信を行うとともに、先輩
移住者団体等と連携し、移住潜在層を含めた幅広い対象
に対して、先輩移住者の視点に基づく秋田暮らしの魅力
を発信するほか、ＡＩを活用したオンライン上での移住
相談システムの構築やＶＲを活用した移住体験の機会を
提供し、将来の移住につなげていく。

市町村と連携し、留学体験の実施場所の拡充や内容の充
実を図り、更に多くの方に秋田の優れた教育環境に触れ
てもらう機会を創出するとともに、参加した児童生徒の
保護者には、就業や居住に関する情報提供を行い、移住
に向けたきめ細かなサポートを行う。

秋田暮らしの魅力を発信する首都圏集中プロモーション
を実施するほか、リモートワークによる移住を実施する
企業や社員等に対し移住体験やサテライトオフィス整
備、リモートワーク移住に要する経費に対して支援す
る。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（１）

○

○

●

卒業生の県内定着を図り、本県産業界等で活躍
できる人材育成の取組が求められている。

特に進学等で県外転出した学生に、県内企業や
就活支援の情報を伝えることが難しい状況にあ
る。

県内、地元就職を望んでいる若者は多いと思う
が、開示する情報が少ないし、集めている情報
そのものが少なすぎる。（県民意識調査より）

○

○

●

学生が低年次から県内企業を就職先としてしっかりと意
識できるよう、大学等が学生に対して行う県内企業と連
携した取組やキャリア教育などに対し、引き続き支援す
る。

高校３年生に、県就活情報サイト「Kocchake！(こっちゃ
け)」に連絡先情報を登録してもらい、卒業後、大学等へ
進学した学生に対して、継続的に有益な県内就職情報を
提供する事業を実施していく。

就活情報サイト等を通じて、トレンドの変化やターゲッ
トの属性を踏まえながら効果的な情報発信を行うととも
に、若手社員等との意見交換の機会の充実などにより、
サイトや誌面等では伝えきれない情報発信も強化してい
く。

-36-



（３）

○

○

○

○

結婚・出産の年齢上昇に伴う不妊治療件数の増
加により、専門的な相談ニーズが高まってい
る。

仕事と不妊治療の両立が難しく、退職や不妊治
療を中断する場合がある。

晩婚化の影響から初産の平均年齢が高くなって
おり、高齢での妊娠・出産は流産や妊娠合併症
のリスクが高まるとともに、不妊治療による出
産分娩率も低下する。

本県の令和２年における周産期死亡率は4.0と、
依然として全国平均を上回っている。

○

○

○

○

引き続き共働き夫婦が相談しやすいよう、医師による
メール相談を実施する。

企業向けに不妊治療と仕事の両立についてのポスターを
作成し、治療の知識と理解を深め、仕事との両立の環境
整備を支援する。

若い世代から、男女とも妊娠・出産には適齢期があるこ
とを知り、将来自らが希望するライフプランを描くこと
ができるよう、普及啓発用リーフレットを作成し、配布
する。

分娩取扱施設の整備に対する助成や周産期死亡に関する
調査・研究を行うとともに、周産期医療関係者間の連携
強化のための協議会等を引き続き開催する。

（１）

○

○

結婚や子育てに関する情報提供を行っているも
のの、自分のライフプランを考える機会と支援
に関する情報が少ないため、結婚、出産、子育
てに関心を持てない若者が多く見られる。

ＱＲコードシール配布後、Ｗｅｂサイトの「子
育て」分野の閲覧割合は増えたが、子育て中の
若い人で自ら行政の情報を取りに行く人は少数
であり、必要としている人に情報が行き届いて
いない。

○

○

若い世代の出会い・結婚や子育てに前向きな意識を醸成
するとともに、地域の団体等による支援の輪を拡大し、
県民一人ひとりが結婚や子育てを応援していく気運の醸
成を図るキャンペーンを展開する。

ＳＮＳを利用したプッシュ型の情報発信に取り組むとと
もに、県の結婚・子育て応援Ｗｅｂサイトへのアクセス
強化を図っていく。

（２）

○

○

出会いイベントを開催しているが、婚活である
ことを前面に出すとハードルが高く抵抗を感じ
る独身者もいる。

対面での出会いイベントが減少している中で
あっても、出会いの機会を求める声があるが、
十分に対応できてない。

○

○

趣味などを切口として、友人を作る感覚で気軽に参加で
きる出会いの場を設ける。

ウィズコロナに対応し、オンラインを活用した出会いの
イベントも開催し、独身者に出会いの機会を提供する。

総合評価 評価理由

Ｅ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「婚姻件数」、②「出生数」のどちらも「ｎ：未判明」であり、定量
的評価は「Ｎ」。
　
代表指標①に関しては、速報値は2,618組、達成状況は68.9％で、前年実績値より悪化し、かつ現状値を
下回っているため「ｅ」相当である。令和２年１月にあきた結婚支援センターのマッチングシステムをリ
ニューアルし、ＡＩ（人工知能）によるお見合い相手紹介機能を付加したことにより、交際開始率は旧シ
ステムより約２倍に増加したものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、出会いイベントの開催が
自粛されるなど、対面における出会いの機会が減少したため、成婚報告者数が減少しており、一般の婚姻
においてもこうした傾向が見られ、婚姻件数が減少している。

代表指標②に関しては、速報値は4,335人、達成率は72.3％と、前年実績より悪化し、かつ現状値を下
回っているため「ｅ」相当である。不妊治療への支援や周産期医療の充実のほか、乳幼児の保育料や副食
費に対し助成するなど、子育ての環境づくりを進めてきたものの、出生数の減少には歯止めがかかってい
ない。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

－

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の判定 ( ｅ ) ( ｅ ) ( ｅ ) ｎ

達成率 (88.4%) (81.0%) (76.2%)

　(H28)　5,666 5,396 (5,040) (4,696) (4,499) Ｒ４.９月判明予定

ｎ

代表指標②

出生数（人）

目標 5,700 5,800 5,900 6,000

実績

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の判定 ( ｅ ) ( ｄ ) ( ｅ )

R４.９月判明予定

達成率 (85.0%) (86.3%) (72.0%) －

実績 　(H28)　3,510 3,311 (3,052) (3,161) (2,686)

R２ R３

代表指標①

婚姻件数（組）

目標 3,590 3,660 3,730 3,800

指標名 年度 現状値 H29 H30 R元

１－３　結婚や出産、子育ての希望をかなえる全国トップレベルのサポート
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（２）

○ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主
行動計画策定企業数は増えており、企業におけ
る仕事と子育ての両立支援に向けた取組は広
がってきているものの、計画に掲げる取組内容
が、長期的かつ継続的なものとなっておらず、
一時的な取組となっているケースが見受けられ
る。

○ 「あきた女性活躍・両立支援センター」の女性活躍・両
立支援推進員による企業訪問を通じて、若年女性に魅力
ある職場環境づくりに向けた普及啓発等の実施や、アド
バイザーの派遣による一般事業主行動計画の策定支援及
び専門的支援を行い、企業のレベルアップや継続的な取
組を促進する。

（１）

○ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策
定企業数は増えており、企業における女性活躍
の取組は広がってきているものの、計画に掲げ
る取組内容が、長期的かつ継続的なものとなっ
ておらず、一時的な取組となっているケースが
見受けられる。

○ 「あきた女性活躍・両立支援センター」の企業訪問を通
じて、若年女性に魅力ある職場環境づくりに向けた普及
啓発等の実施、アドバイザーの派遣による一般事業主行
動計画の策定支援等を行い、企業のレベルアップや継続
的な取組を促進するほか、新たな認定制度の創設等によ
り企業の取組を支援する。

○ 女性自身の意識の向上や企業経営者の理解が十
分に進んでおらず、女性管理職割合が伸びてい
ないほか、若年女性に対する県内企業の情報発
信が十分ではない。

○ 女性の挑戦や活躍への意識改革を促進するため、働く女
性のネットワークを官民一体で構築し、相互研鑽を行う
ラウンドテーブルを開催するほか、女性活躍に関する取
組が顕著である県内企業の好事例の発信や啓発イベント
を開催する。

総合評価 評価理由

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数」、②「次
世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数」どちらも「ａ」判定であり、定量的評
価は「Ａ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ａ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

169.4%

出典：厚生労働省「都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び
認定状況」 指標の判定 ａ ａ ａ ａ

達成率 126.7% 151.3% 164.4%

　(H28)　262 287 361 454 518 559

ａ

代表指標②

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計

画策定企業数(従業員数100人以下の企業)(社)

目標 285 300 315 330

実績

出典：厚生労働省「都道府県別女性活躍推進法に係る一般事業主行動
計画策定届出状況」 指標の判定 ｂ ｃ ａ

440

達成率 96.7% 85.8% 111.7% 122.2%

実績 　(H28)　64 130 174 206 335

R２ R３

代表指標①

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策
定企業数(従業員数300人以下の企業)(社)

目標 180 240 300 360

指標名 年度 現状値 H29 H30 R元

（５）

○

○

●

保育料助成等については全国トップレベルの支
援を行っているが、子育てへの経済的支援とし
て、奨学金制度、保育料助成への要望が根強く
見られる。

Ｗｅｂサイトに情報を掲載しているが、出産や
子育てに係る各自治体の取組や情報の入手方法
が分かりにくいとの声があり、十分に対応でき
ていない。

出生数が減少していることもあり、もっと子育
てしやすい、行政の支援がもっと皆に伝えられ
るような情報提供をしてほしい。（県民意識調
査より）

○

○

●

要望が多い経済的支援に関しては、保育料や副食費の助
成等を引き続き着実に実施していく。

母子手帳を交付するタイミングでも支援策について案内
はしているが、改めて各市町村に対し、子育て応援Ｗｅ
ｂサイトや子育て世代包括支援センター（ネウボラ）で
の案内に取り組むよう、働きかけていく。

全国トップレベルの保育料助成など子育て家庭への経済
的支援について、子育て応援Ｗｅｂサイトや企業等を巻
き込んだ情報発信により、子育て家庭をはじめ県民に伝
わるよう取り組んでいく。

１－４　女性や若者の活躍推進とワーク・ライフ・バランスの実現

（４）

○

○

より多くの保育士等の配置を必要とする３歳未
満児において、保育需要（入所希望）が増加し
ており、一部の地域で必要な保育士等が確保で
きずに待機児童が発生している。

放課後支援員等の人材育成や施設整備への補助
を行い、受け皿の拡大が図られているものの、
保育施設や学童施設において待機児童が発生し
ている地域もあり、共働き世帯が安心して働け
る環境になっていない。

○

○

引き続き保育士等の新規人材を確保するとともに、保育
士等が働き続けられる職場環境の整備など、保育ニーズ
に応じた保育人材の確保に向けた取組を推進し、待機児
童の解消を図る。

核家族化や共働き世帯の増加により、放課後児童クラブ
の利用を希望する児童は増加しており、各市町村におけ
る子ども・子育て支援計画により、ニーズに応じた計画
的な整備を働きかけていく。
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○ ワーケーション実践団体等からのアンケート結
果から、秋田ならではのコンテンツの創出や
ワーケーションの認知度の向上が必要といった
声が寄せられている。

○ 市町村や関係団体等と連携して地域課題解決型のコンテ
ンツの発掘・磨き上げを行うとともに、モデルツアーの
実施やインフルエンサー等による情報発信を行い、ワー
ケーションの認知度向上を図る。

（１）

○ 人口減少や少子高齢化の進行により、集落を取
り巻く状況はより厳しさを増しており、生活交
通、買物などの日常生活を支える機能が低下
し、小規模集落ではその存続さえも見通せない
地域も出始めている。

○ 複数の集落からなるコミュニティ生活圏の形成に向けた
地域住民とのワークショップの開催やグランドデザイン
の策定等を通じて、市町村との連携の下、買物支援など
地域課題解決のための仕組みづくりとその実施に向けた
取組を推進していく。

（２）

○ 協働の担い手となるＮＰＯ等について、構成員
の高齢化・財政基盤の脆弱化及び新型コロナウ
イルス感染症の拡大により活動が停滞してい
る。

○ 市民活動サポートセンターにおいて、ＮＰＯ等の運営に
関する各種相談対応を行うとともに、休眠預金制度の活
用について積極的に支援するなど、ＮＰＯ等の運営基盤
強化を図る。

総合評価 評価理由

Ｃ

●

■

代表指標の達成状況については、①「社会活動・地域活動に参加した人の割合」は「ｃ」判定であり、定
量的評価は「Ｃ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

87.7%

出典：県総合政策課「県民意識調査」 指標の判定 ａ ａ ｂ ｃ

達成率 124.2% 106.7% 98.8%

　(H28)　42.0 46.6 62.1 57.6 57.3 54.4

R３

代表指標①

社会活動・地域活動に参加した人の割合
（％）

目標 50.0 54.0 58.0 62.0

実績

○ あきた若者サポートステーションや若者の居場所におい
て、電話やオンラインによるサポートも活用しながら、
引き続き、若者の自立に向けて支援する。

１－５　活力にあふれ、安心して暮らすことができる地域社会づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２

全国や首都圏に比べ、女性や若者が前に出にく
い文化であり、社会全体の価値観が遅れている
ほか、柔軟性に欠けている。結局、そのことが
人口の流出につながっている。（県民意識調査
より）

● 企業経営者等の理解を促進するため、女性活躍に関する
取組が顕著である県内企業の好事例の発信や男女共同参
画に関する啓発イベントを実施するとともに、女性自身
の意識改革を目的とした女性のネットワーク構築や相互
研鑽の場を提供するなど、経営者の理解促進と女性の意
識改革を二つの軸とした取組を促進する。

（４）

○ 人口減少、少子高齢化の進行による地域の活力
低下や、地域活性化の軸となるプレイヤー不
足、主たる活動団体のメンバーの固定化・高齢
化などにより、地域づくり活動の担い手の世代
交代が進まず、活動が停滞している。

○ 若い世代が主体となった地域づくり活動や地域活性化に
向けた取組を促進するため、それぞれの想いを発表・共
有する場を設けるとともに、斬新なアイディアを持つ若
者を掘り起こすためのＰＲや、アイデアに実現性を伴わ
せるための練り上げ、活動の受け皿となる団体の組成を
支援する。

○ 若者サポートステーションや「若者の居場所」
という場はあるものの、社会的自立に困難を有
する若者が、新型コロナウイルス感染症の罹患
を防ぐために外出を控えることにより、自宅に
引きこもる傾向に拍車がかかることが懸念され
る。

（３）

○ 本県の管理職に占める女性（課長相当以上）の
割合は20.7％、女性の自治会長の割合は3.1％と
低位で推移しており、政策・方針決定過程にお
ける女性の参画が進んでいない。

○ 市町村と男女共同参画センターが、自治会活動における
女性リーダーを育成するとともに、社会のあらゆる分野
で次代をリードする女性を対象とした実践的な研修会の
開催や、女性人材名簿のＷｅｂ公開により、政策・方針
決定過程における女性の参画を促進する。

○ 男女共同参画や女性活躍についての関心と理解
が深まってきているものの、時代の変化に対応
した支援や、あきたＦ・Ｆ推進員の活躍の場の
提供が十分でない。

○ 男女共同参画センターやあきたＦ・Ｆ推進員などの男女
共同参画関連リソースの連携強化を図りながら、その活
用を促進する。

●

（２）

○ 男性の育児休業取得率の割合は増加してきてい
るものの、その割合は14.8％と低く、依然とし
て家事・育児等の家庭生活の多くを女性が担っ
ている現状がある。

○ 男女共にワーク・ライフ・バランスが実現できるよう、
仕事と子育ての両立をはじめ、男性の家事・育児への参
画等に向けた全県的な気運を醸成するほか、多様で柔軟
な働き方の導入に向けて関係団体等と連携しながら企業
等における取組を一層促進する。
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● 公共交通機関が縮小されていて不便である。地
域単位でも高齢者を乗せてもらえる新しいシス
テムが必要と思われる。（県民意識調査より）

● 地域交通の確保など地域の課題解決のためには、様々な
観点から課題の洗い出しや解決方法の検討など、地域全
体での取組が有効であり、必要に応じて市町村と連携を
図りながら、課題解決の可能性を探っていく。

（６）

○ 人口減少に伴う使用料収入の減収や技術職員数
の減少により、市町村が単独で生活排水処理事
業運営を維持していくことが困難となってい
る。また、管理施設の老朽化が進行しており、
今後、補修や改築更新に多額の費用が必要とな
ることが見込まれる。

○ 下水道事業運営を持続可能なものとするため、県と市町
村及び民間事業者が出資する「広域補完組織（官民出資
会社）」を設立し、市町村事業基盤の強化を図る。ま
た、下水処理場・ポンプ場及び管渠の更新工事をストッ
クマネジメント計画に基づき実施することにより、コス
ト縮減を図る。

○ 人口減少や高齢化等により地域の担い手が不足
してきている一方で、大都市圏に居住しながら
も地方に関心を持ち、継続的に地方に関わり貢
献したいという新たな人の流れが生まれてきて
いるが、その流れを十分取り込めていない。

○ 関係人口創出の事例等を市町村や関係団体と共有し、本
県に合った効果的な受入体制の整備について検討すると
ともに、本県に関心を持つ県外居住者との交流等を進め
ながら、関係人口を生かした地域の維持・活性化を図
る。

○ 人口減少下にあっても行政サービスの水準を維
持するため、県と市町村において、新たな体制
づくりに関する検討を進めており、一定の成果
が現れ始めているが、様々なリスクの顕在化に
備え、取組の更なる充実を図る必要がある。
また、市町村間連携については、総論では賛成
意見が多いものの、各論に入ると費用対効果の
面等から、具体化に結び付かない状況にある。

○ 県・市町村協働政策会議における協議や、それぞれの分
野で進めている協働の取組を推進するとともに、地域の
課題や市町村の意向を踏まえ、引き続き市町村間連携の
可能性を探っていく。

（４）

○ まちづくりに向けた多様な関係者による活発な
議論の場は増えつつあるが、県全体に浸透する
まで及んでいない。

○ 市町村と連携し、多様な組織がまちづくりに関わること
ができるよう調整を図る。

（５）

○ これまでは自治会や町内会といった地縁組織が
地域の担い手となってきているが、人口減少と
高齢化が進む地域においては新たな活動を行う
ための担い手が不足してきている。

○ 様々な地域の課題解決に当たっては、多様な主体が参画
した地域運営組織の形成が必要であることから、アドバ
イザーの派遣等により取組を支援していく。

（３）

○ ＣＣＲＣのビジネスモデルが確立していないほ
か、国における「生涯活躍のまち」の位置付け
が、全世代・全員活躍型の地域コミュニティづ
くりの施策として抜本的に見直された。

○ 国が見直した新たな「生涯活躍のまち」の施策効果等を
見極めながら、本県のコミュニティ施策への位置付けを
検討していく。
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■戦略２　社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略

２－１　成長分野の競争力強化と中核企業の創出・育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

目標 1,220 1,269 1,319 1,372

実績 　(H28)　1,124 1,568 （1,423） （1,321） （1,212） Ｒ４.９月判明予定

達成率 （116.6%） （104.1%） （91.9%） －

出典：県輸送機産業振興室調べ 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ( b ) ｎ

目標 587 611 635 660

実績 　(H27)　548 595 （602） （615） Ｒ４.10月判明予定 Ｒ５.10月判明予定

達成率 （102.6%） （100.7%） － －

出典：経済産業省「工業統計調査」 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ｎ ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

輸送用機械器具製造業の製造品出荷額
（億円）

代表指標②

医療機器関連製造業の製造品出荷額（従
業員４人以上の事業所）（億円）

（１）

○ 今後成長が見込まれるモビリティーの電動化へ
の対応が、企業成長の上で重要となっており、
電動化シフトのビジョンが明確となっている企
業がある一方、特に意識していない企業も散見
される。

○ 電動化をテーマとするセミナーや、中京圏等の自動車
メーカーと県内企業の電動化ビジネスマッチングのため
のコーディネーターの配置、電動化部品量産のための設
備導入補助金等、意識醸成から量産までの各種支援を推
進する。

（２）

○ 再エネ海域利用法に基づく公募による事業者の
選定や後続となる案件形成により、洋上風力発
電における事業者と県内企業のマッチングに向
けた動きが今後本格化していくため、これを契
機とした関連産業の育成・集積、県内人材の育
成・活用等につなげていくことが求められてい
る。

○ 県内企業による風力発電メンテナンスへの参入を引き続
き支援するほか、発電事業者のみらなず、部品供給・製
造を目指した大手事業者とのマッチングや県内人材の育
成への支援など、今後の洋上風力発電の展開を見据えた
関連産業の振興に向けた取組を進める。

（３）

○

○

医療福祉関連産業については、高い品質管理体
制や関係法令等の知識・ノウハウのほか、医療
や福祉の現場ニーズの把握が必要であるもの
の、対応できる企業が少なく参入が進んでいな
い。

医療福祉機器の販路開拓のためには、医療福祉
機器独自の取引形態への対応及び医療機器メー
カー等とのネットワーク構築が必要となるが、
対応できる県内企業が少ない。

○

○

参入に必要な知識やノウハウ等を習得するセミナーの実
施や、医療従事者による医療ニーズの発表により、県内
企業の医療福祉分野への参入を促進する。

オンラインでビジネスマッチングを行うデジタルプラッ
トフォームの構築等により、県内企業と全国の医療福祉
機器メーカー等とのネットワーク構築や商談機会の創出
を支援する。

（４）

○ 全国的にＩＣＴ人材が不足する中、給与・待遇
格差や県内ＩＣＴ企業の情報発信不足から、首
都圏のＩＣＴ企業等に人材が流出する傾向があ
る。

○ デジタル人材の確保を図るため、専任職員を配置し、県
内ＩＣＴ企業のＰＲを行うとともに、転職サイトを活用
し、県内ＩＣＴ企業と県内外の求職者とのマッチングを
支援する。

（５）

○ 各分野の県内企業においてはＩＣＴの活用が浸
透しておらず、一部、優良な事例は存在するも
のの、ＩｏＴ、ＡＩ等の先進技術の導入は限定
的である。

○ デジタル技術の普及啓発を図るため、デジタル技術の活
用方法について、団体等への訪問による相談会等を開催
するとともに、事業者の個別ニーズに応じた伴走型のサ
ポートを行うほか、デジタル技術の導入に取り組む事業
者に対する支援を行う。

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「輸送用機械器具製造業の製造品出荷額」、②「医療機器関連製造業
の製造品出荷額等」どちらも「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、２年度の実績値は、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響があったものの、自
動車産業において、８月以降は中国、北米需要の回復等による持ち直しの動きが見られたことなどから、
△109億円（△8.3％）となった。３年度の実績値については、新型コロナウイルス感染症再拡大や世界的
な半導体不足の影響などが懸念される。

代表指標②に関しては、令和元年度の実績値は615億円で、元年度目標値（611億円）に対しては100.7％の
水準に、３年度目標値（660億円）に対しては93.1％の水準に達しており、医療現場ニーズや医療福祉機器
メーカー等と県内企業とのマッチング支援や、医療福祉機器開発への支援等により増加傾向が続いてい
る。新型コロナウイルス感染症の影響により医療機器の需要は拡大しており、今後も引き続き増加が見込
まれる。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。
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２－２　中小企業・小規模企業者の活性化と生産性向上
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

目標 12,883 13,257 13,641 14,037

実績 　(H27)　12,153 13,755 (13,358) (12,862) Ｒ４.10月判明予定 Ｒ５.８月判明予定

達成率 (103.7%) (97.0%) － －

出典：経済産業省「工業統計調査」 指標の判定 ( ａ ) ( ｂ ) ｎ ｎ

目標 5,024 5,169 5,319 5,474

実績 　(H27)　4,739 5,772 (5,028) (4,942) Ｒ４.10月判明予定 Ｒ５.８月判明予定

達成率 (100.1%) (95.6%) － －

出典：経済産業省「工業統計調査」 指標の判定 ( ａ ) ( ｂ ) ｎ ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（５）

● 競争力がある企業は一部の企業で、全体的には
少ないと感じている。（県民意識調査より）

● 競争力強化に向けた技術開発等に対して支援を行い、地
域経済の中核的役割を担うことのできる企業を「中核企
業」として県内36社（県北８、県央13、県南15）を認定
しており、引き続き中核企業の創出及び成長を図るた
め、伴走支援等によるサポートを行う。

（６）

○ コロナ禍において多様なビジネスチャンスが生
まれているが、県内企業においては、先の見通
しが立たない中、新たな製品やサービスの創出
に向けた研究開発への十分な人的・資金的資源
を確保することが困難な状況にある。

○ コロナ時代に対応した新たな製品や従来の「技術」にと
らわれないサービスの創出に向けた研究開発の促進に向
けて、産学官連携のマッチングや研究開発資金の提供な
どの支援を行う。

代表指標①

製造品出荷額等（従業員４人以上の事業
所）（億円）

代表指標②

製造品付加価値額（従業員４人以上の事
業所）（億円）

○ 人口減少等により人手不足が顕在化している
が、自社の取組や魅力など、人材確保に向けた
情報発信が不足している。

○ 自社製品の開発や働き方改革の推進など魅力ある取組を
行っている企業をＳＮＳ等で紹介するなど、企業の取組
の紹介に力を入れていく。

○ 労働力不足や国内需要の縮小など、県内中小企
業の事業環境が厳しさを増す中、受け身の姿勢
の企業がいまだに多い。

○ 県内企業の抱える経営課題・技術課題にきめ細かく対応
できる相談・支援体制を引き続き整備し、その積極的な
活用を働きかける。

○ 生産年齢人口の減少が続く中、県内中小企業は
人手不足が続いており、限られた人員で生産性
向上を図らなければならない状況にある。

○ 個別企業に合わせた生産現場での改善指導を行うととも
に、自主的な改善活動を促しながら、生産性の向上を支
援する。

● 経営力の弱い中小企業にとって長引くコロナ禍
においてのダメージは大きい。一過性の助成や
支援では根本的な解決になっていないと感じ
る。（県民意識調査より）

● 長引くコロナ禍においても、県内企業が経営を継続でき
るよう、新分野への進出や業態転換のための資金面での
支援のほか、新たなビジネスモデルに関する情報提供、
専門家派遣による相談体制の充実等に引き続き取り組ん
でいく。

（２）

○ 雇用を伴わない小規模な起業が多いことから、
雇用保険適用事業所を対象とする開業率は、低
調である。

○ 県内の起業・創業に関わる各支援機関の連携を強化し、
若者を対象に起業意識の醸成を図る。また、幅広い世代
の起業者を掘り起こすとともに、起業準備から起業後の
フォローアップと更なる成長の後押しまで、切れ目のな
い支援を実施し、経営の安定化と雇用の創出につなげ
る。

Ｃ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「製造品出荷額等」、②「製造品付加価値額」どちらも「ｎ：未判
明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年確定値は12,862億円で、３年目標値（14,037億円）の91.6％の水準に達
している。また、代表指標②に関しては、元年確定値は4,942億円で、３年目標値（5,474億円）の90.2％
の水準に達している。
３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響はあるものの、国産材の需要増加による増産の影響を受けた
木材・木製品製造業を中心として、電子部品・デバイス・電子回路製造業や鉄鋼・金属製品製造業など一
部産業に好調な動きがあった。また、中小企業振興条例等に基づき、県内商工団体等と連携しながら、感
染拡大の影響を受けた企業への各種支援のほか、感染症の影響下の変化に対応し、経営課題の解決や事業
戦略の実現を図るため、生産性の向上、新商品の開発等に取り組む企業への支援施策をきめ細かく実施す
るなど、地域経済の活性化に向けた取組が進んでいる。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

（１）
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２－３　国内外の成長市場の取り込みと投資の促進
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

目標 55,900 58,600 61,500 64,500 

実績 　(H28)　50,776 50,678 50,271 51,204 45,359 41,539 

達成率 89.9% 87.4% 73.8% 64.4%

出典：県港湾空港課「県港湾統計年報」 指標の判定 ｅ ｃ ｅ ｅ

目標 24 24 26 26 

実績 　(H28)　22 24 24 28 25 31 

達成率 100.0% 116.7% 96.2% 119.2%

出典：県産業集積課調べ 指標の判定 ａ ａ ｂ ａ

総合評価 評価理由

（２）

○ 秋田県内企業経営者の若返りが進んでいないこ
とから、平均年齢は依然高い水準が続いてお
り、後継者不在率も全国水準から見ても高い状
態となっている。

○ 国事業を委託されている、秋田県事業承継・引継ぎ支援
センターと連携し、事業者ごとに、第三者承継やＭ＆Ａ
も含め最適な事業承継支援が行われるよう、中小企業支
援ネットワークの活動を強化するとともに、県独自の支
援として、Ｍ＆Ａ補助金や、アドバイザー派遣事業、事
業承継に係るセミナーを開催する。

● 若者の県外流出や、大企業の求人数増加によ
り、安定した従業員の確保ができず、後継者不
足にもつながり、事業継続が成り立たない状態
が増加していると感じる。個々の中小企業の継
続に対するサポートだけでは、継続はできても
経営力強化にはつながらない場合が多く、統廃
合による再編成も視野に入れた、強力な経営力
の強化サポートが必要。（県民意識調査より）

● 事業継続が難しい中小企業への支援として、経営資源の
融合や統廃合を進めるためのアドバイザー派遣事業や、
Ｍ＆Ａ補助金による支援を引き続き実施していく。

（３）

○ 人口減少に伴うマーケットの縮小や事業者の高
齢化・後継者不足等による商店街の衰退が懸念
されるほか、多くの商業・サービス業者が新型
コロナウイルス感染症の拡大に伴う新しい生活
様式に対応した営業形態への転換を求められて
いる。

○ 商店街の担い手人材の育成や空き店舗を活用した魅力あ
る商店街づくり等に積極的に取り組む地域を支援する。
また、業態転換やデジタル技術の活用による生産性向上
や新サービス創出に取り組む商業・サービス業を支援す
る。

（４）

○ 伝統的工芸品産業の従事者は減少傾向にあり、
産地関係者からも人材確保・育成に関する取組
への支援を望む意見が多いが、十分に対応でき
ていない。

○ 県内の伝統的工芸品産地等が抱える課題の克服と活性化
を図るため、第４期あきた伝統的工芸品等産業振興プラ
ンに基づき、異業種と連携した新商品開発や販路開拓、
学生のインターンシップなど人材確保等の取組を支援す
るとともに、一定以上の技能等を有する者を「秋田県認
定工芸士」・「秋田県みらいの工芸士」として認定する
制度を継続して実施するなど、人材育成を促進する。

（５）

○ 県内食品製造業は、従業者数30人以上の比較的
規模の大きな事業所が少なく、１事業所当たり
の製造品出荷額等も少ない状況にある。

○ 県内食品製造事業者の事業活動の中核を担う人材の育成
と共に、生産性向上に向けた事業者間連携や先進技術導
入等を支援する。

（６）

○ ＩＣＴ建機の機械経費が高額であること及び技
術資格を保有する女性技術者数が伸び悩んでい
ることから、今後、モデル工事への取組の減速
が懸念される。

○ 令和４年度からの対象工事拡大、建設ＤＸ加速化事業に
よるＩＣＴ施工環境の整備効果及び女性技術者の保有資
格による成績評定効果を見極めながら、更なる普及拡大
を図る。

代表指標①

秋田港国際コンテナ取扱量（実入り）
（ＴＥＵ）

代表指標②

企業の誘致件数及び誘致済企業の施設・
設備の拡充件数（件）

Ｄ

●

■

代表指標の達成状況については、①「秋田港国際コンテナ取扱量」は「ｅ」判定、②「企業の誘致件数及
び誘致済企業の施設・設備の拡充件数」は「ａ」判定であり、定量的評価は「Ｄ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｄ」とする。
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施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

２－４　産業人材の確保・育成と働きやすい環境の整備
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

目標 1,575 1,670 1,820 2,010

実績 　(H28)　1,691 1,355 (1,423) (1,641) (1,215) Ｒ４.９月判明予定

達成率 (90.3%) (98.3%) (66.8%) －

出典：県産業政策課調べ 指標の判定 （ ｄ ） （ ｄ ） （ ｅ ） ｎ

目標 495 583 671 759

実績 　(H28)　330 434 575 725 926 1,108

達成率 116.2% 124.4% 138.0% 146.0%

出典：県産業政策課調べ 指標の判定 ａ ａ ａ ａ

総合評価 評価理由

（１）

○ 海外展開に取り組む県内企業の発掘や支援に努
めているものの、新型コロナウイルス感染症の
再拡大や長期化による商談会の中止及び出入国
管理規制等により、県内事業者の海外展開活動
の停滞や断念などが懸念される。

○ 海外展開支援事業費補助金、海外サポートデスク及び
ジェトロ専門家派遣等の活用に引き続き取り組むほか、
ウィズ・アフターコロナ下における県内企業のオンライ
ン商談や海外電子商取引などの海外展開活動を積極的に
支援していく。

（２）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により
コンテナ取扱量は減少し、クルーズ船も寄港回
復の途中にあるが、物流の効率化と県内周遊の
促進による交流人口拡大のため、港と高速道路
を結ぶアクセス機能の強化が求められている。

○ 事業進行中の秋田港アクセス道路の早期完成に向けて、
今後も関係機関との連携を強化し、必要な財源確保につ
いて、国に対して要望していく。

（３）

○ サプライチェーンの国内回帰やリモートワーク
などの新しい働き方、生産部門・オフィス機能
の分散再配置などの新たな企業ニーズに対応し
た取組が求められている。

○ 国際情勢の変化が国内製造拠点の再構築・強化を後押し
しており、この機に設備投資を加速しようとする企業の
ニーズに対応するほか、テレワークやサテライトオフィ
スの活用により首都圏等企業の県内拠点化の促進を図
る。

● 企業誘致はそれなりに進んでいるが、誘致する
企業の職業に偏りがある感じがする。（県民意
識調査より）

● 大きな雇用を生み、成長産業でもある製造業を引き続き
企業誘致の中心に据えるとともに、若者に魅力的な雇用
の場の創出を意識し、情報関連産業等の製造業以外の企
業誘致にも力を入れていく。

（４）

○ カーボンニュートラル時代に向けて変化する社
会を支え、持続可能な社会を構築するために
は、レアメタルをはじめとした素材のリサイク
ルや多量に発生する廃プラスチック類、今後発
生量が増加するソーラーパネルや風力発電等の
再生可能エネルギー設備の効果的な処理方法を
確立し、整備しなければならない。

○ 効果的な回収・処理方法の調査、検討を進め、回収量・
処理量の増加を図る。
また、循環性の高いビジネスを展開するための設備投資
や研究開発等への支援を行うほか、新たなリサイクル対
象の掘り起こし等を行う。

代表指標①

成長産業等における雇用創出数（人）

代表指標②

若者や女性等の働きやすい環境の整備に
取り組む企業数（社）

Ｂ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「成長産業等における雇用創出数」は「ｎ：未判明」、②「若者や女
性等の働きやすい環境の整備に取り組む企業数」は「ａ」判定であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①については、既に判明している起業による雇用数は425人で対前年度比で63人減少したものの、
企業誘致等による雇用数は医療機器製造業の工場増築等の大口案件が増えたことなどに伴い、1,445人と大
幅に増加している。なお、未判明である成長分野における雇用数が２年度と同程度（253人）で推移した場
合には合計で2,123人となり、目標値を上回ることが見込まれる。

代表指標②については、指標の内訳である「健康経営優良法人認定数」、「女性活躍推進法に基づく一般
事業主行動計画策定企業数」、「次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数」が
前年度より増加し、目標値を大幅に上回り、高い成果を上げている。　　

成果・業績指標のうち三つが目標値に達していないものの、③「高校生の県内民間事業所就職率」につい
ては、秋田労働局が統計開始以来の最高値となるなど目標値を上回っている。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする
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施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

○ 働き方改革の取組が進む中で、コロナ禍を契機
としてテレワークなどの多様な働き方のニーズ
が高まってきている。

○ テレワークなどの柔軟な勤務形態の導入や社員のキャリ
アアップ支援など、多様な働き方ができる職場づくりに
向けた取組を進める。

○ 小規模法人等を中心に健康経営に取り組む県内
法人はまだ少なく、認定制度への登録も伸び悩
みが見込まれる。

○ 商工団体を通じて小規模法人等へ健康経営に関する情報
提供を行っていく。また、認定制度の周知を進めるとと
もに、認定法人へのインセンティブの更なる拡充につい
ても引き続き検討する。

○ 20～40歳代の若い世代の移住希望者の多くが企
業への就職を希望しており、就職に関する相談
対応の強化が求められている。

○ Ａターンプラザ秋田での相談対応やＡターンフェアの開
催に加え、「あきた就職ナビ」の更なる活用を図るほ
か、企業とのマッチング機会と移住情報を一体的に提供
する移住・交流フェアの開催などにより、Ａターン就職
のあっせんを行っていく。

（２）

○ 全国的にＩＣＴ人材が不足する中、給与・待遇
格差や県内ＩＣＴ企業の情報発信不足から、首
都圏のＩＣＴ企業等に人材が流出する傾向があ
る。

○ デジタル人材の確保を図るため、専任職員を配置し、県
内ＩＣＴ企業のＰＲを行うとともに、転職サイトを活用
し、県内ＩＣＴ企業と県内外の求職者とのマッチングを
支援する。

（３）

○ 新規高校卒業者の県内建設業への就職者数は、
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による
県内回帰が期待されるものの、少子化や人手不
足を背景とした人材獲得競争の中で大幅な増加
は見込めない。

○ 新卒者の県内建設業への就職を促進するため、工業高校
はもとより、普通高校や高専、大学等においても出前説
明会等を開催してマッチングを強化し、県内建設業への
入職増加に努める。

○ 卒業生の県内定着を図り、本県産業界等で活躍
できる人材育成の取組が求められている。

○ 学生が低年次から県内企業を就職先としてしっかりと意
識できるよう、大学等が学生に対して行う県内企業と連
携した取組やキャリア教育などに対し、引き続き支援す
る。

○ 特に進学等で県外転出した学生に、県内企業や
就活支援の情報を伝えることが難しい状況にあ
る。

○ 高校３年生に、県就活情報サイト「Kocchake！(こっちゃ
け)」に連絡先情報を登録してもらい、卒業後、大学等へ
進学した学生に対して、継続的に有益な県内就職情報を
提供する事業を実施していく。

● 高校生、大学生の時から研修やインターンシッ
プなどで、県内産業人材の育成を進めるべきだ
と思う。（県民意識調査より）

● 高校２年生修了までに、全生徒が各事業所等で就業体験
を行うこととしているが、ボランティア活動等で同等の
体験活動を行っている学校もある。事業所等と連携を図
りながら、引き続き、高校生インターンシップ推進事業
の充実に取り組んでいく。
また、大学生等のインターンシップが本格化する夏を前
に、県内企業のインターンシッププログラム紹介セミ
ナーなどを開催し参加を促進する。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響と相まって、
高校生の県内就職率は、前年を上回る見込みと
なり、地元志向の継続が予想されるものの、業
種別求人のばらつきがある。

○ 県内各地域振興局に配置した「若者定着支援員」によ
り、高卒求人開拓の強化、各高校に対する情報提供等の
充実に努める。

○ 高校生、保護者の県内企業に対する理解が進み
県内就職率が向上しているが、アフターコロナ
において、その水準の悪化が懸念される。

○ 就職支援員や職場定着支援員によるきめ細かな進路支援
を引き続き行うとともに、地元企業等の説明会や関係機
関との連携を通じて、県内企業等についての生徒、保護
者の理解を一層深め、県内就職の気運を高める。

○ 本県の高校卒業者の３年後の離職率が（平成30
年３月卒業者：31.8％）は、全国平均（同：
36.9％） を下回ったものの、依然として高い水
準にある。

○ 離職防止のためのセミナー等を実施し、定着支援の取組
を進めるとともに、就職支援員や教員が、卒業生が就職
した県内企業を積極的に訪問し、卒業生と面談するなど
フォローアップを行う。また、離職者のうちどのくらい
の割合が県内や県外に再就職しているかなどの実態把
握、離職者への県内再就職に必要な求人情報の提供等に
努める。

（６）

○ 科学技術の進展や産業構造の変化等に伴い、地
元企業等に必要とされる専門的な知識・技術な
どを高める機会が不足している。

○ 生徒のスキルアップに向けたこれまでの取組に加えて、
工業科の教員を対象とした、高度加工技術に係る研修
や、教科「情報」等の教員を対象としたプログラミング
に係る研修を引き続き実施するとともに、地元企業等と
の連携を図るなど、本研修の充実により、全県規模での
教員のスキルアップに努める。

（１）

（４）

（５）
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■戦略３　新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略

あきた漁業スクールの取組により、毎年一定数
の新規就業者を確保しているが、新規就業者の
年齢層が高く、水産業の長期的な担い手となる
若い就業者が不足している。

○ 若い担い手をメインターゲットとし、「あきた漁業ス
クール」を通じ、就業希望者の意向に沿った技術研修へ
の誘導や、就業希望者と雇用先となる漁業経営体との
マッチングなど、就業相談から就業後のフォローアップ
等を引き続き実施するほか、県内高校生に向けた漁業情
報の発信に取り組む。

● 興味関心がある人が農業などを始められるきっ
かけを作るため、情報発信を工夫してほしい。
（県民意識調査より）

● 就農や就業関連Ｗｅｂサイトをリニューアルし、映像や
動画配信などにより、本県農林業の魅力と情報の発信を
強化するとともに、オンラインでの相談活動に取り組
む。
また、「あきた漁業スクール」等を通じて、研修や漁業
の様子等をＳＮＳで発信する。

（２）

○ 新規就農者については、雇用就農の増加等によ
り一定数増加しているが、年齢別に見ると中年
層が依然として少ない。

○ 中年層を対象とした県独自の給付金制度を継続するとと
もに、就農相談から就農後のフォローアップまでの一連
の事業により支援する。

○ 素材（原木）需要や再造林の増加が見込まれる
中で、林業への新規就業者や高い技術力を持っ
た人材が不足している。

○ 県内外の林業就業希望者に対し、無料職業紹介所が就業
相談に応じるほか、体験研修の紹介や就業先の斡旋など
総合的な支援を行い、新規就業者の確保に取り組む。
秋田林業大学校の研修内容の拡充を図り、林業機械操作
はもとよりメンテナンス技術に至るまで、幅広く高度な
技術を持った即戦力となる林業の担い手を育成する。

○

（１）

○ 担い手育成については、規模拡大や複合化、低
コスト化を進め、持続的に地域をリードするよ
うな経営体が少ない。

○ 引き続き、農地中間管理機構を活用した農地の集積・集
約化を進め、担い手の規模拡大を進めるとともに、園芸
メガ団地、基盤整備、農地集積に三位一体で取り組む
「あきた型ほ場整備」の推進により、競争力の高い経営
体を育成するほか、認定農業者等担い手の経営基盤の強
化を図る。
また、複合部門の拡大や経営の多角化等、よりステップ
アップした取組を行う意欲ある担い手を研修や個別経営
改善指導により育成するとともに、引き続きソフト、
ハードの両面で総合的に支援する。

○ 農業法人の構成員の高齢化が進んでおり、特に
集落型農業法人における代表者の平均年齢は66
歳と高い。また、経営規模が20～30haの集落型
農業法人が多く、後継者となり得る常時雇用者
の確保が進んでいない。

○ 令和３年度に実現した農業法人の合併事例等をモデル事
例として活用し、地域での話し合いを推進するととも
に、農業経営相談所と連携しながら総合的に集落型農業
法人や集落営農組織の構造再編を推進する。

総合評価 評価理由

Ｂ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「農業法人数」は「ｂ」判定、②「担い手への農地集積率」は「ｎ：
未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標②に関しては、令和２年度実績で３年度目標値の91.8％に達しているほか、既に判明している３
年度の農地中間管理事業による集積面積は2,380haと、農地集積率の増加は確実である。

また、今後の秋田県の農林水産業を支える新規就業者についても、研修制度等の充実を背景に各分野で増
加傾向となっている。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(96.7%) (95.3%) －
出典：県農林政策課「担い手及びその農地利用の実態に関する
調査」 指標の判定 （ ｂ ） （ ｂ ） （ ｂ ） ｎ

80.0 83.0

実績 　(H28)　73.2 74.1 (75.0) (75.4) (76.2) Ｒ４.10月判明予定

代表指標②

担い手への農地集積率（％）

目標 76.0 78.0

達成率 (98.7%)

96.6% 98.5% 96.0%

出典：県農林政策課「担い手に関する定期報告」 指標の判定 ｂ ｂ ｂ ｂ

790 850

実績 　(H28)　576 609 656 705 778 816

代表指標①

農業法人数（認定農業者）（法人）

目標 670 730

達成率 97.9%

３－１　秋田の農林水産業を牽引する多様な人材の育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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総合評価 評価理由

Ｃ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「主要園芸品目の系統販売額」は「ｅ」判定、②「畜産産出額」は
「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、野菜では主要６品目の出荷量が前年比105％となったものの全国的な豊作傾向に
より安値で推移したことや、果樹では雪害や霜害の影響により出荷量が大幅に減少したことから、全体の
販売額が対前年比89％となり達成率が70.3％となった。
成果・業績指標①「メガ団地等大規模園芸拠点の整備地区数」の達成率は100％と、目標どおり生産基盤
の整備が進み、メガ団地の園芸品目の作付面積が拡大（えだまめ：209ha<６ha増>、ねぎ：148ha<31ha増
>）しているほか、生産機械の導入を推進したことから、今後の販売額は単収の向上等により更に増加す
ると見込まれる。特に、しいたけや夏秋ねぎについては、京浜中央市場への出荷量が過去最大となり、
「しいたけ販売三冠王（出荷量46ｔ増）」を３年連続で達成したほか、「夏秋ねぎの出荷量（350ｔ
増）」も３年連続の第２位となり、着実に成果が上がっている。
また、雪害を受けた果樹については、耐雪型樹形の普及やスマート技術を活用した雪対策の導入の支援を
行うなど、雪に強く生産性の高い産地への復興を進めている。

代表指標②に関しては、令和２年度の達成率が91.5％に達していることに加え、３年度に大規模畜産団地
が新たに３か所で整備（累計52施設：成果・業績指標②「大規模畜産団地の整備地区数」：達成率
104.0％）されるなど、生産基盤の整備が着実に進んだ結果、産出額に占める割合の大きい豚や鶏の飼養
頭数が増加しており、更なる上積みが見込まれる。

また、成果・業績指標③「実用化できる試験研究成果」の達成率は115.1％となり、生産基盤の整備はも
とより、技術の面でも、複合型生産構造への転換は着実に進展している。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

－

出典：農林水産省「生産農業所得統計」 指標の判定 （ ｂ ） （ ｂ ） （ ｂ ） ｎ

達成率 (97.0%) (93.5%) (91.5%)

　(H27)　352 366 (359) (362) (365) Ｒ４.12月判明予定

ｅ

代表指標②

畜産産出額（億円）

目標 370 387 399 411

実績

出典：ＪＡ「秋田県青果物生産販売計画書」 指標の判定 ｄ ｅ ｃ

149

達成率 85.2% 78.6% 82.3% 70.3%

実績 　(H28)　160 145 156 154 167

R２ R３

代表指標①

主要園芸品目の系統販売額（億円）

目標 183 196 203 212

指標名 年度 現状値 H29 H30 R元

（５）

○

○

女性起業１組織当たりの販売額は増加している
が、女性起業活動全体の販売額や起業活動件数
は減少傾向にある。

女性農業者の活躍の場である直売所は、販売額
を伸ばす大規模店舗と伸び悩む中小規模店舗の
二極化が進んでいる。

○

○

若手女性農業者全体を対象とした起業活動研修会を実施
し、活動の芽を育てるとともに、現在、起業部門におい
て販売額が大きい先輩女性起業者によるマンツーマン指
導を実施し、今後地域をリードする女性起業者の育成に
取り組む。

中小規模店舗の売上拡大と活性化を図るため、普及指導
員が運営改善を支援するとともに、直売所自らが行う売
場改善や新商品開発等を支援する。

３－２　複合型生産構造への転換の加速化

（３）

○ 地方移住への関心の高まり等を受け、移住者は
増加傾向にあるが、農林水産業への就業は、農
地、機械・施設の確保や関連資格の取得等が必
要となり、技術習得にも時間がかかるため、就
業先として選択する人は限られている。

○ 農業においては、農業法人インターンシップ研修等を実
施し、移住就農希望者の就業体験と農業法人とのマッチ
ングにより雇用就農者の確保を図るとともに、関係機関
と連携した農地の確保や、就農後のフォローアップとし
て、引き続き技術の習得や機械・施設の導入等、ハー
ド・ソフト両面から支援していく。林業や水産業におい
ては、短期・中期の体験研修を行い、県外からの移住を
含めた多様なルートからの新規就業者の確保に取り組
む。

（４）

○ 無料職業紹介所を開設しているＪＡもあるが、
全県域での展開には至っておらず、労働力の不
足が原因で規模拡大に踏み切れない農業法人等
が存在する。

○ 引き続き、秋田県農業労働力サポートセンターの活動を
支援し、ＪＡによる無料職業紹介所の開設を推進すると
ともに、開設意向のあるＪＡの重点支援に取り組む。ま
た、農業法人等を対象としたセミナーの開催を支援し、
労務管理スキルの向上や多様な人材の確保の促進を図
る。
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○ ○

（７）

○ スマート農機は、大規模経営体を中心に導入が
進んでいるが、総合的な観点からの費用対効果
が検証されておらず、導入すべき経営体像が示
されていない。

○ 各公設試において、スマート農機等による機械化一貫体
系や生産現場を想定した新たな農作業体系の検討をより
一層進めるとともに、費用対効果など経営面での検討を
進めることで、効果的なスマート農業体系の導入やその
普及拡大を目指す。

○ 産地間競争に打ち勝つため、消費者や生産者の
多様なニーズに対応する品種の育成が求められ
ている。

○ 県が重点的に取り組む品目について、オリジナル品種育
成を進め、品質や収量の向上を図る。
【えだまめ】食味で評価が高い「あきたほのか」タイ
　　　　　　プで作期が異なる品種の育成
【ねぎ】　　病害に強く、穫り遅れによる品質低下の
　　　　　　少ない品種の育成

（６）

○ 施設トマトの「ＡＩ自動潅水施肥システム（ゼ
ロアグリ）」については生産性向上の効果を確
認できたが、他の品目（きゅうり等）について
は現地データの蓄積・分析が少ない。

○ 他の品目（きゅうり等）についても、農家の協力を得な
がら現地実証を行い、現地データを蓄積・分析すること
で、スマート農機の普及拡大に取り組む。

○ 果樹生産者の高齢化や減少により、深刻な労働
力不足が生じている。

○ モデル経営実証ほで得られた「盛土式根圏制御栽培」等
の省力化技術の効果の検証を更に進め、その普及を図る
とともに、複数技術の組み合わせによる省力一貫生産体
系の早期確立に取り組む。

（５）

○ 秋田牛の増頭を見据え、出口対策の強化に取り
組む中、新型コロナウイルス感染拡大を契機に
販売方法が多様化しており、通販やギフト商品
の充実等、新たな手法での販売拡大が求められ
ている。

○ 県内食肉事業者における販売力を強化し、秋田牛の流通
を主導する事業者を育成するため、新たな販路の開拓に
係る取組や、新商品の開発及びＰＲに係る取組について
支援していく。

○ 比内地鶏の首都圏等の飲食店を中心とした需要
は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り停滞しており、生産調整が続いている。

○ 比内地鶏の家庭内消費の拡大や販路の多角化を図るた
め、県内事業者が行う販促活動を支援していく。

「ダリア生産日本一獲得プロジェクト会議（平成30年度
設立）」において、生産者・関係者の連携を強化しなが
ら、ダリア栽培技術アドバイザーを中心とした現地指導
体制の強化や、新品種普及や栽培上の課題解決のための
現地実証など、生産拡大に取り組む。

（４）

○ 規模拡大に向けた施設整備に意欲のある事業者
はいるものの、畜産施設の整備には多額の費用
を要することから、自己資金のみでは整備が進
みにくい。
また、事業者の中には、施設整備に必要な用地
の確保に時間を要している例もある。

○ 事業費の負担軽減を図るため、畜産クラスター事業等の
国庫補助事業の活用を促していく。また、融資機関を含
めた関係機関で構成する支援チームが、施設用地の確保
等に係る行政手続や経営計画の策定に関して助言し、事
業化から事業実施後の早期安定化まで一体的に支援して
いく。

● しいたけ、菊を売りにしていることを今知っ
た。広報にも力を入れてほしい。（県民意識調
査より）

● 認知度向上には継続的な取組が必要であることから、引
き続き、ＪＡグループ等と連携した販売促進活動を展開
するほか、メディアやＳＮＳによる情報発信を充実さ
せ、県内外へＰＲしていく。

（３）

果樹は雪害などの気象災害を受けやすく、生産
量の回復には長い年月がかかるほか、労働集約
的なため、生産性が低い。

気象災害に強い園地づくりのほか、機械導入等の省力化
が可能な樹形や園地構造への転換と加工専用栽培など新
たな視点に立った省力栽培の普及に取り組む。

○ ダリアは、栽培面積が日本一となっているが、
出荷量、販売額共に全国第５位であり、単位面
積当たりの生産量が低い。

○

○ ねぎは、順調に生産が拡大し、京浜中央市場に
おける夏秋ねぎの出荷量は２位となっているも
のの、１位とはまだ差がある。

○ 生産機械の導入により大規模化が進んでいることから、
規模拡大に合わせた省力化体系や作期拡大の実証を進め
るとともに、排水対策等基本技術励行の指導により、更
なる生産拡大を図る。

○ しいたけは、年間出荷量、販売額、単価の３分
野で京浜中央市場における日本一を３年連続で
達成したものの、３分野とも販売戦略に掲げる
目標には達していない。

○ 引き続き、日本一を維持しながら、販売戦略目標が達成
できるよう、品質の高位平準化を目指すとともに、生産
施設の整備等により更なる生産拡大を図る。

（１）

○ 主要園芸品目の系統販売額は近年横ばいとなっ
ており、園芸メガ団地50地区の中には、販売額
の目標を達成していない地区もある。

○ 目標販売額の達成へ向け、収量改善や労働力確保といっ
たフォローアップ活動を強化するとともに、販売実績が
目標と乖離している地区を「重点支援団地」と位置付
け、要因分析を踏まえた現地指導を行う。

（２）

○ えだまめは、京浜中央市場における年間出荷量
が２年連続の第２位となったものの、県内産地
間における単位面積当たりの収量に格差が見ら
れる。

○ 低単収の要因分析や排水対策等基本技術励行の指導、収
穫ロス等を抑制する新型収穫脱莢機の現地実証等によ
り、単収の向上を図り、日本一奪還を目指す。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）
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（４）

○ 担い手への農地集積と複合型生産構造への転換
を図る上で基盤となるほ場の大区画化や排水改
良など、農地の整備に対するニーズが高まって
いる。

○ 引き続き、ほ場整備と農地中間管理機構による農地集
積・集約化、園芸メガ団地整備等の園芸振興施策が三位
一体となった「あきた型ほ場整備」を計画的に推進し、
効率的で収益性の高い農業経営を実現する。

（３）

○ 実証により営農データを収集することができた
が、現地における支援ソフトの活用に対する理
解が不十分である。

○ 効率的な技術体系の確立へ向け、支援ソフトのブラッ
シュアップを図るとともに、活用支援を展開する。

○ ＩＣＴ等を活用したスマート農業技術について
は、実演会等でＰＲを図っているが、実演のみ
では効果が見えづらく、農家による積極的な導
入に直結していない。

○ スマート農業技術については、引き続き、実証ほを活用
して、生産者へ効果が期待できる作業体系等のＰＲに努
めるとともに、技術導入を推進していく。

（２）

○ 令和４年のサキホコレの市場デビューに向けて
は、栽培経験がないため、技術の普及・定着が
求められているほか、県外においていまだ知名
度が低い状況にある。

○ 県内20か所に設置する技術普及展示ほを活用した研修会
の開催や、サキホコレマイスターの設置等による生産者
相互の技術研鑽により技術の普及・定着を図るほか、タ
レントを起用したテレビＣＭやＳＮＳを活用した情報発
信等を積極的に展開し、特に県外での知名度の向上を
図っていく。

● お米は他県に負けないはずなのに、セールスが
足りなすぎる。他県の人を雇用するなどしてア
ドバイスをいただくべき。（県民意識調査よ
り）

● 令和４年度中に、県外の外部専門家のアドバイスも踏ま
えて「第２期秋田米新品種ブランド化戦略」を策定する
こととしており、５年度以降、この戦略に基づき、生産
から流通・販売までの総合的な対策を推進していく。

（１）

○ 近年、中食・外食等の業務用米を中心とした需
要が高まっている中で、令和２年における県産
米の業務用向け販売の割合は20％と、全国平均
の37％を大きく下回っている。

○ 県や集荷団体で実施している業務用向け多収性品種の実
証成果に基づき、多収技術の普及によりロットの拡大を
図っていく。

○ 令和３年産米は、事前契約率が73％と高い水準
となったが、新型コロナウイルス感染症の影響
により、依然として４年産米の販売環境は厳し
いと見込まれている。

○ 各集荷事業者に対し、播種前契約を促すとともに、数量
や価格等を書面で定めるよう、全農やＪＡ中央会、主食
集荷、地域農業再生協議会等と連携して指導を行い、確
実な需要の積み上げを図る。

総合評価 評価理由

Ｂ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「全国に占める秋田米のシェア」、②「米の生産費」どちらも「ｎ：
未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、主食用米の国内消費量が減少傾向となる中、新型コロナウイルス感染症の影響に
より業務用米を中心に需要が低迷しており、厳しい販売環境下でありながら、家庭用米が中心である県産
米については健闘しており、令和２年産米のシェアは6.29％と目標を上回っている。３年産米のシェアは
未判明であるものの、事前契約数量は約20万ｔとなり、全国トップクラスの水準である。
また、新品種「サキホコレ」デビューに向けた各種対策のほか、新型コロナウイルス感染症の影響により
消費が減退する中で、県産米の販売促進への支援などを実施し、県産米のシェア拡大に向けた取組を積極
的に展開している。

代表指標②に関しては、平成30年に60kg当たりの生産費が増加したものの、農地集積率の向上と共に経営
規模拡大が進んでいるほか、低コスト技術の普及等により、令和２年の60kg当たりの米の生産費は10,200
円/60kgで元年産並みとなっている。
なお、３年については、引き続き低コスト技術の普及等により生産費の低減が見込まれる。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(99.0%) (93.8%) －

出典：県水田総合利用課「生産費調査」 指標の判定 ( ｅ ) （ ｂ ） （ ｂ ） ｎ

9,600 9,000

実績 　(H27)　10,500 10,100 (10,700) (10,100) (10,200) Ｒ５.５月判明予定

代表指標②

米の生産費（10ha以上の作付規模の全算
入生産費）（円/60kg）

目標 10,300 10,000

達成率 (96.1%)

(109.6%) (112.3%) －
出典：農林水産省「米穀の需給及び価格安定に関する基本指
針」 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ( ａ ) ｎ

5.60 5.66

実績 　(H27)　5.47 5.40 (5.95) (6.07) (6.29)  Ｒ４.12月判明予定

代表指標①

全国に占める秋田米のシェア（％）

目標 5.48 5.54

達成率 (108.6%)

３－３　秋田米の戦略的な生産・販売と水田フル活用
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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（３）

○ 海外から求められる品質や規格を安定的に輸出
できる体制が整っていない。

○ 研修会等により海外のニーズ動向や輸出に取り組むメ
リットを周知するとともに、展示ほ設置による海外向け
生産技術の普及や農業者の組織化を図る。

○ 海外消費者における県産品の認知度が低い状況
となっている。

○ 沖縄国際物流ハブを活用したアジア圏への輸出ルートを
構築するため、輸出企業と連携し、沖縄を拠点とした県
産農産物のブランド化と流通を促進する。

○ 農家の所得向上に向け、トップブランドから加工・業務
用向け商品までの新たな商品づくりを支援するととも
に、認知度向上やブランド化に向けた取組を推進する。

○ ウッドショック（輸入材の不足等）を受けて、
あきた材パートナーから県産材の供給拡大が求
められている。

○ 業界団体を核に県産材の供給力強化に取り組みながら、
パートナーとのサプライチェーンを充実・強化し、県産
材の販売拡大を図る。

いろんな地域で特色のある美味しい加工品があ
るのに、販売促進がうまくないと感じている。
（県民意識調査より）

● 多様化する実需者ニーズの把握や個別マッチング活動を
強化し、販売力を向上させる取組を支援するとともに、
オンライン等を活用した販売拡大を促進する。

（２）

○ 自ら値段を決めて販売し、収益を確保する体制
づくりが進んでいるものの、販路の確保が十分
にできていない農業者が多い。

○ 自ら販路開拓に取り組む意欲的な農業者等を対象に、販
売力向上を目的としたスキルアップ研修を開催するとと
もに、マーケットインの視点による実需者ニーズの把握
や、実需者と農業者とのマッチング活動を展開する。

○ コロナ禍で消費者のこだわり志向が高まってい
るものの、品質と価格の両面で県産農産物を牽
引するトップブランドとなる商品等が少ない状
況にある。

（１）

○ 食関連ビジネスに取り組む農林漁業者等で、収
益性や継続性が確保できていない場合がある。

○ 経営改善に意欲のある農林漁業者に対して地域プラン
ナーを派遣し、経営改善戦略の策定と実行を支援する。

○ 園芸メガ団地の整備等により一部農産物で生産
拡大が進む一方で、規格外品も発生している。

○ 規格外品を有効活用するとともに、加工適性の高い野菜
や果樹の付加価値向上を図るため、異業種で構成する連
携体による実需者のニーズに合った商品開発と販路開拓
を支援する。

●

総合評価 評価理由

Ｂ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「６次産業化事業体販売額」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は
「Ｎ」。

代表指標①に関しては、直近の令和２年度実績が約164億円で、３年度目標値の82.0％の水準となってい
る。３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、農産加工の販売額が元年度実績まで回復してい
ない可能性があるものの、異業種連携や販路の多角化の取組は着実に進んでいる。また、県が３年度に直
売所を対象に実施した調査では、販売額が対前年度比100.6％（２年度：63億８千万円→３年度：64億２
千万円）だったことから、２年度実績を上回る販売額を確保できると見込まれる。

成果・業績指標③「農産物の輸出額」については、米の輸出ルートの定着に加え、輸出重点品目である
「秋田牛」や「りんご」のマーケティング活動により、新たな需要が開拓されたことから、目標を大きく
上回っている。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(120.9%) (88.2%) －

出典：農林水産省「６次産業化総合調査」 指標の判定 （ ａ ） （ ａ ） （ c ） ｎ

186 200

実績 　(H27)　143 172 (174) (208) (164) Ｒ５.３月判明予定

代表指標①

６次産業化事業体販売額（億円）

目標 158 172

達成率 (110.1%)

３－４　農林水産物の高付加価値化と国内外への展開強化
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

（５）

○ 主食用米の需要量が年10万ｔ程度のペースで減
少しているほか、新型コロナウイルス感染症の
影響により業務用米を中心に消費が大幅に落ち
込み、在庫が過剰となっていることから、米の
販売価格の大幅な上昇は期待できず、米に偏重
した経営では、所得が安定しない。

○ 米の需給状況を見極めながら、各地域の農業再生協議会
等を通じて、生産者に対し、飼料用米や備蓄米等の非主
食用への振り分けや、戦略作目等への誘導を図るととも
に、産地交付金を活用して、地域の特色を生かした農産
物の生産を図り、複合型生産構造への転換を加速化す
る。
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（１）

○ 人口減少などを背景に、将来的な住宅需要の減
少が予測されており、住宅以外の分野での新た
な需要の創出が求められている。
また、建築物の木造化・木質化を手がける人材
が不足している。

○ 非住宅分野における木造・木質化の促進に向け、中高層
建築物への木材利用に向けた木質２時間耐火部材の開
発・普及、木造設計に精通した人材の育成等に取り組
む。

● 実際どれほど使われているのか把握していませ
ん。素晴らしい木材があり多く生産しているの
であれば、もっとＰＲして県内外に発信しても
らいたいです。（県民意識調査より）

● 木材利用により付加価値が創出されたモデルとなる優れ
た建築物に対し、木造・木質化建築賞を授与し、県Ｗｅ
ｂサイト等で広く県民や建築関係者に紹介する。

総合評価 評価理由

Ｃ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「素材生産量」、②「スギ製品出荷量」どちらも「ｎ：未判明」であ
り、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和２年実績値は1,425千㎥で、３年の目標値（1,700千㎥）の83.8％の水準と
なっている。２年度は新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の停滞等により、木材需要が急激
に減少したことから、木材の生産をはじめ、製材品等の出荷が減少した。しかし、本県のスギ人工林は本
格的な利用期を迎え全県域で素材生産が活発化していることに加え、３年３月頃からウッドショックと呼
ばれる外国産材の入手難や価格の高騰により、国産材需要が高まり、県産材の需要も旺盛となっている。
また、３年の製材品出荷量（１月～12月速報値：231千㎥）や合板出荷量（１月～12月速報値：603千㎥）
が前年比１～２割程度増加していることから、３年の素材生産量は増加が見込まれる。

代表指標②に関しては、令和２年実績値は530千㎥で、３年の目標値（706千㎥）の75.1％の水準となって
いる。木材加工流通企業が行う施設整備や国内外への販路拡大を目的としたプロモーション活動等の実施
やウッドショックの影響により、スギ製品出荷量は堅調に推移しており、３年実績は前年より増加するこ
とが見込まれる。

アフターコロナを見据えた販売力強化に向け、米国マーケット調査とセミナーを開催し、新たに２社がト
ライアル輸出に取り組んだことで、令和３年の米国向けスギ製品の出荷量は約5.8千㎥（対前年比109％）
に増加するなど海外での新たな販路拡大につながった。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(94.6%) (77.0%) －

出典：県林業木材産業課「木材加工業実態調査」、「木材需給
動向観測調査」 指標の判定 ( ｂ ) （ ｂ ） （ e ） －

688 706

実績 　(H28)　591 634 (640) (634) (530) Ｒ４.10月判明予定

代表指標②

スギ製品出荷量（千㎥）

目標 651 670

達成率 (98.3%)

－

出典：農林水産省「木材統計」、林野庁「木質バイオマスエネ
ルギー利用動向調査」 指標の判定 ( ｂ ) ( ａ ) ( ｅ ) ｎ

達成率 (97.7%) (100.4%) (85.2%)

1,700

実績 　(H28)　1,470 1,484 (1,519) (1,583) (1,425) Ｒ４.９月判明予定

R元 R２ R３

代表指標①

素材生産量（燃料用含む）（千㎥）

目標 1,554 1,576 1,673

○ 取組の初期にＪＧＡＰ指導員資格を取得した多
くの職員が、資格の更新時期を迎えている。

○ ＪＧＡＰ指導員資格の更新時期を迎える現場職員に対
し、計画的に更新研修を受講させる。

３－５　「ウッドファーストあきた」による林業・木材産業の成長産業化
指標名 年度 現状値 H29 H30

（３）

○ 現行の木材輸出品目（フェンス・デッキ材）よ
り高価格で取引できる品目の開拓が進んでいな
い。

○ マーケット調査結果に基づき、新たな品目の商社への提
案やトライアル輸出を実施し、輸出拡大を図る。

（４）

○ 農業法人等を中心にＧＡＰの取組数は増加傾向
にあるが、個々の農業者においてはＧＡＰ認知
度が依然として低く、取組が進んでいない。

○ 生産者向けのＧＡＰ研修会を開催して認知度を高めると
ともに、意義やメリット、取得手続等の周知に努める。
また、県版ＧＡＰについては、令和５年度をもって終了
することから、今後は、ＪＧＡＰなど民間認証へのス
テップアップを働きかける。
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総合評価 評価理由

Ｄ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「海面漁業協同組合員１人当たりの漁業生産額」は「ｅ」判定、②
「つくり育てる漁業の対象魚種の漁業生産額」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響で単価が低下したことに加え、燃油価格が高騰
してきたことにより経費を削減するため出漁数を削減したことなどから、前年度より約13％減少し、達成
率は80.8％となった。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響で魚価の低迷が続いていることに加え、主要魚種であるハタハタ
やサケが不漁となっていることから、ネット販売による付加価値の向上や港内での養殖試験など、漁業者
の所得確保に向けた新たな取組が動き出している。
また、全国豊かな海づくり大会の開催後、県内量販店で地魚の消費を喚起するイベント等が継続して開催
されており、県民の地魚に対する関心が高まっていることから、県内需要の増加が見込まれる。

代表指標②に関しては、サケの不漁のほか、外食需要が大きいマダイ、ヒラメ、フグ類が新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響を受けて単価が下がっており、それにより対象魚種の漁業生産額が減少するものと
予想される。
なお、対象魚種の放流実績は対前年度比で５％増加しているほか、平成30年度に整備が完了した水産振興
センター栽培漁業施設において、富山県以北で例のないキジハタの種苗生産に取り組んでおり、つくり育
てる漁業による資源の維持・増大に向けた取組は着実に進んでいる。
また、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、海面・内水面漁業協同組合の収入が減少したことによ
り、アワビやサクラマスの種苗を平年と同規模で放流することが困難になったことから、不足分が補てん
されるよう支援を行っており、来年度以降も資源の維持が期待される。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｄ」とする。

－

出典：農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」 指標の判定 ( ｅ ) ( ｅ ) ( ｄ ) ｎ

達成率 (81.2%) (65.0%) (65.7%)

　(H27)　9.7 8.9 (8.2) (6.7) (6.9) Ｒ５.５月判明予定

ｅ

代表指標②

つくり育てる漁業の対象魚種の漁業生産
額（億円）

目標 10.1 10.3 10.5 10.7

実績

出典：県水産漁港課「漁業生産額調査、海面漁協台帳調査」 指標の判定 ｄ ｅ ｂ

2,562

達成率 94.4% 91.6% 94.4% 80.8%

実績 　(H28)　2,880 2,821 2,832 2,795 2,937

R２ R３

代表指標①

海面漁業協同組合員１人当たりの漁業生
産額（千円）

目標 3,000 3,050 3,110 3,170

指標名 年度 現状値 H29 H30 R元

（４）

○ 素材（原木）需要や再造林の増加が見込まれる
中で、林業への新規就業者や高い技術力を持っ
た人材が不足している。

○ 県内外の林業就業希望者に対し、無料職業紹介所が就業
相談に応じるほか、体験研修の紹介や就業先の斡旋など
総合的な支援を行い、新規就業者の確保に取り組む。
秋田林業大学校の研修内容の拡充を図り、林業機械操作
はもとよりメンテナンス技術に至るまで、幅広く高度な
技術を持った即戦力となる林業の担い手を育成する。

３－６　つくり育てる漁業と広域浜プランの推進による水産業の振興

（２）

○ 低コストで安定的な丸太の生産・流通体制が十
分とは言えず、コストが十分に低減されていな
い。また、皆伐後の再造林が低迷している。
（県民意識調査で同様の意見あり）

○ 林内路網の整備や高性能林業機械等の導入を支援し、素
材生産の効率化や低コスト化を図る。また、林業経営体
の施業の低コスト化に向けた取組を支援するとともに、
先進的な造林技術による再造林を普及・定着させるため
の実践フィールドの整備と森林所有者向けの技術指針を
作成する。

（３）

○

○

ウッドショック（外国産材の不足等）を受け
て、工務店等から県産材の供給拡大が求められ
ている。

新たな需要に対応する技術力や供給体制の整備
が十分進んでいないことから、非住宅分野や海
外展開に取り組む企業が少ない状況にある。

○

○

工務店等と木材加工企業との安定需給協定の締結等を推
進するとともに、業界団体を核にスギ集成材の供給力強
化に取り組むなど、工務店等とのサプライチェーンの充
実・強化を図る。

非住宅分野や海外需要などの新たな需要開拓を図るた
め、海外（北米）向けや２×４部材などの新たな製品規
格にも対応する木材加工施設の整備を支援し、生産力の
強化に向けた取組を促進する。
また、専門家等を活用し、非住宅分野等の新規需要に対
応した製品の生産技術指導等を実施するほか、ＪＡＳ機
械等級等の取得を促進し、品質性能の確かな製品の供給
を進める。
さらに、スギ製品への需要が高まっている米国市場にお
いて実施したマーケット調査結果に基づき、新品目につ
いて商社への提案やトライアル輸出を実施し、輸出拡大
を図る。
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○ 河川等から流出した泥・ゴミが海底に堆積し、
底生生物の生息環境が悪化しており、漁場の生
産力が低下している。

○ 本県沖合での海底耕耘によるこれまでの成果を学術的な
見知から検証した結果、資源増大等の効果が確認されて
おり、本事業の取組を継続していく。

（５）

○ 本県の魅力ある魚食文化や漁村文化、自然環境
等を観光資源として活用できていない。

○ 全国豊かな海づくり大会を契機に始めたイベント等を引
き続き開催し、本県の魚食文化や漁村文化、自然環境等
の魅力を県内外に発信することで、観光資源としての活
用を図る。

（３）

○ あきた漁業スクールの取組により、毎年一定数
の新規就業者を確保しているが、新規就業者の
年齢層が高く、水産業の長期的な担い手となる
若い就業者の確保育成が進んでいない。

○ 若い担い手をメインターゲットとし、「あきた漁業ス
クール」を通じ、就業希望者の意向に沿った技術研修へ
の誘導や、就業希望者と雇用先となる漁業経営体との
マッチングなど、就業相談から就業後のフォローアップ
等を引き続き実施するほか、県内高校生に向けた漁業情
報の発信に取り組む。

（４）

○ 県内各漁港の基本施設で、老朽化に伴うひび割
れや欠損などの変状が進行している。

○ 県内各漁港の外郭・水域・係留施設などの基本施設を中
心に、施設の機能維持を図る長寿命化対策を計画的に進
める。

○ 品質向上や高付加価値化、安定出荷による魚価の向上に
つなげるため、漁港内で蓄養殖試験を行う。

● 気候変動による海水温上昇に伴う生息域の変化
や従事者の減少等を見越した長期的な漁業の展
望が必要ではないでしょうか。（県民意識調査
より）

● 海洋環境の変化に対応できるよう、ＩＣＴの導入などス
マート漁業による操業の効率化を図るとともに、漁業生
産の創出と安定化に向け、漁港内等を活用した養殖の実
用化を進める。

サケは、近年、海洋環境の変化等によって全国
的に回帰率が低下している。現在の漁業生産量
の維持に向け、稚魚の放流尾数を増加させるた
めには、ふ化場の収容能力に限界があるほか、
資金及び場所が不足している。

○ 現在の放流数を維持しながら、低コスト及び省スペース
で増殖を行うことができる発眼卵放流の実用化に向けた
試験を行い、限られたコストと場所の中で放流数量の増
加を図る。

（２）

○ 県内での地魚に対する関心は高まっているが、
県産魚介類の多くは近隣の地方都市に出荷され
ており、県内の取扱量が少ないことから、認知
度は低い。

○ 県内における地魚の認知度向上と消費拡大を図るため、
主要魚種のブランド化など販売戦略を立て、活魚出荷の
ほか加工等の取組を推進する。

○ ８～９割が長期保存できない鮮魚での出荷と
なっており、漁獲量が出荷額に直結することか
ら、価格変動が生じやすい。

（１）

○ 魚価や消費動向の変動、海洋環境の変化等に伴
い、栽培漁業の対象種に対する漁業者のニーズ
が変化しているが、それに対応できる種苗生産
技術を有していない。

○ 最新技術に対応した施設としてリニューアルした栽培漁
業施設を拠点に、キジハタ等の新魚種の種苗生産の技術
開発に取り組む。

○ ハタハタは、漁業者、関係団体、学識経験者及
び県からなる協議会でハタハタ資源管理計画を
策定し、資源回復に努めているが、平成26年漁
期以降、漁業生産量は県内需要の約1,200トンに
届かない状況が続き、資源量は未だ十分に回復
していない。（県民意識調査で同様の意見あ
り）

○ 資源量回復に向け、漁業者が行う漁網付着卵や漂着卵を
用いたふ化放流に対して引き続き支援するとともに、小
型魚の漁獲を回避する改良網の実用化に向けて効果検証
を進め、漁業者への普及啓発を図る。また、漁場環境の
詳細な把握と資源量推定の精度向上を図り、計画的な資
源管理に取り組む。

○

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）
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○ 標準耐用年数を超過している農業水利施設が全
体の約４割を占めている。

○ 基幹的な農業水利施設については県で定める方針に基づ
き計画的な対策を実施するとともに、小規模な水利施設
について、土地改良区等の施設管理者が自ら更新等の対
策を行う団体営事業により長寿命化対策の加速化を図
る。

（３）

○ 依然として、生育が思わしくないスギ林や、松
くい虫・ナラ枯れ被害が発生するなど、森林の
持つ公益的な機能が十分発揮されていない。

○ 水と緑の森づくり税事業第３期５箇年計画（平成30～令
和４年度）に基づき、針広混交林化事業やマツ林・ナラ
林等景観向上事業を実施し、健全な森林を守り育てるこ
とで森林の公益的機能の向上を図る。

（４）

○ 老朽化や耐震性への対応など、整備を必要とす
るため池が多く、その全てに早急に対応するこ
とは困難となっている。

○ 効果的な管理体制の構築や、効率的な整備を行うととも
に、防災重点ため池でのハザードマップを活用した避難
訓練や水位計の設置などのソフト対策を実施する。

● 田園回帰の流れが全国的に拡大する中で、新たな兼業ス
タイル「半農半Ｘ」の推進や、地域資源を生かした農山
漁村の魅力が伝わる取組等について、引き続き県Ｗｅｂ
サイトやグリーン・ツーリズム総合情報サイト「美の国
秋田・桃源郷をゆく」で紹介していくとともに、ＳＮＳ
や各種メディアを活用した情報発信に取り組む。

（２）

○ 水と緑の森づくり推進事業について、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大防止のため、主に
市町村が実施する事業が中止・規模縮小とな
り、参加者数が減少している。

○ 引き続き森づくり税を活用した事業の普及啓発により事
業の利用者と参加者の増加に努めるとともに、事業実施
主体に対しては野外活動における感染防止措置の正しい
実施方法を伝えていく。また、研修会等はオンラインで
配信するなど、より参加しやすい形での開催を進める。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（１）

○ 中山間地域の特性を生かした農作物、特産品の
生産・販売拡大が進んできており、農産物販売
額の増加など一定の成果は出てきている。しか
し、販売額は平地の約７割であり、依然として
格差は大きい。

○ 中山間地域における地域資源の掘り起こしや活用に当
たっては、生産者と加工や飲食、観光など、多様な分野
と連携を図り、地域特産物のブランド化や、農業と観光
等の他分野との組み合わせによる新たな農村ビジネスを
創出する取組を支援し、所得向上と雇用の確保を図る。

● 農家の後継者問題などに対して、もっと農山漁
村の魅力を伝えていく情報を発信してほしい。
（県民意識調査より）

ｂ

総合評価 評価理由

Ｂ

●

■

代表指標の達成状況については、①「中山間地域資源活用プラン策定地域数」、②「水と緑の森づくり推
進事業参加者数」どちらも「ｂ」判定であり、定量的評価は「Ｂ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

出典：県森林整備課「秋田県水と緑の森づくり推進事業実績」 指標の判定 ａ ａ ｂ

達成率 105.7% 108.0% 92.1% 94.8%

635 847

実績 　(H28)　－ － 223 457 585 803

代表指標②

水と緑の森づくり推進事業参加者数（累
積）（百人）

目標 211 423

106.0% 100.0% 95.0%

出典：県農山村振興課「元気な中山間農業応援事業実績」 指標の判定 ａ ａ ａ ｂ

55 60

実績 　(H28)　37 45 49 53 55 57

代表指標①

中山間地域資源活用プラン策定地域数
（累積）（地域）

目標 45 50

達成率 108.9%

３－７　地域資源を生かした活気ある農山漁村づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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■戦略４　秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

（４）

○ 本県の情報や話題を見聞きしたことがあるかを
示す情報接触度の順位は全国でも低位である。

○ 各種ＳＮＳの活用した情報発信により秋田ファンの拡大
を目指すとともに、ＴＶ等各種メディアへの情報発信力
の強化に取り組むことで、本県がＴＶ等で取り上げられ
る機会の拡大を目指す。

（５）

○ 新型コロナウイルス感染症拡大による影響の長
期化等によりクルーズ船の運航再開に向けた誘
致活動が停滞している。

○ クルーズ船運航に関する情報収集に取り組むとともに、
クルーズ船の運航再開時の旅客ニーズに対応できるよう
受入態勢のあり方について、関係機関等との検討を進め
る。

（２）

○ 個人化・細分化・個性化する旅行ニーズの変化
やコロナ禍を機に高まった安全・安心な旅行を
望む声への的確な対応が求められる。

○ 観光・宿泊施設での三密を避けたサービスの提供や受け
入れ環境の整備を後押しするほか、個人旅行者に対する
「旅マエ」、「旅ナカ」での情報発信を充実するととも
に、観光事業者等の情報発信力を強化するための支援を
行う。

（３）

○ 新型コロナウイルス感染症拡大による影響の長
期化等により、県外・国外などでの誘客活動が
制約されている。

○ デジタルマーケティング等により誘客のターゲットを的
確に把握するとともに、その特性に応じた最適な観光情
報の発信に取り組む。また、インバウンドについては、
渡航制限緩和に向けた動向を注視し、継続的な情報発信
等により本件の認知度向上を図る。

（１）

○ 新型コロナウイルス感染症の影響で変化した旅
行者の価値観や趣味・嗜好の多様化に対応した
観光コンテンツの開発が求められている。

○ 体験型・滞在型観光や少人数ツアー等、ウィズ・アフ
ターコロナに対応したコンテンツの開発や秋田ならでは
の資源を生かしたコンテンツの発掘・磨き上げや商品化
支援を行う。

● 最近では、秋田犬の展示、ドラゴンアイ等を
ニュースで見ましたが、複数の魅力的な観光コ
ンテンツを併せた目的がないと、なかなか難し
いのではないかと思います。（県民意識調査よ
り）

● 個人の趣味・嗜好を踏まえた観光コンテンツの充実を図
るとともに、自然や食文化、温泉など秋田の特色を生か
した滞在型・体験型観光を推進する。

総合評価 評価理由

Ｄ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「観光地点等入込客数」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は
「Ｎ」。

代表指標①に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化、緊急事態宣言や蔓延防止等重点措置
の適用による移動自粛や政府の新型コロナウイルス感染症に関する水際対策の強化に係る外国人の入国制
限等の措置により観光入込客数は大きく減少する見込みである。また、成果・業績指標①「延べ宿泊者
数」、②「外国人延べ宿泊者数」、③「クルーズ船の寄港回数」も同様に減少する見込みである。

一方、県内在住者を対象とした県内を目的地とする旅行商品や宿泊代金に対する割引事業等の実施によ
り、県民による県内流動を促進したことで、延べ宿泊者数が令和２年並みになるなど観光関連産業の下支
えを行った。

また、東北デスティネーションキャンペーン期間に合わせたデジタル媒体を活用した情報発信、重点市場
である台湾・中国等でＳＮＳによる情報発信の強化等の取組による新たな外国人のフォロワーの獲得等ア
フターコロナを見据えた情報発信、ターゲットの特性に対応した情報発信に必要となるデータの蓄積等に
取り組んだ。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(105.3%) (54.0%) －

出典：県観光戦略課「秋田県観光統計」 指標の判定 ( ａ )  ( ａ ) ( ｅ ) ｎ

34,000 34,500

実績 　(H28)　31,596 33,282 (34,484) (35,270) (18,360) Ｒ４.８月判明予定

代表指標①

観光地点等入込客数（延べ人数）（千
人）

目標 33,000 33,500

達成率 (104.5%)

４－１　地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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（４）

○ 輸出に取り組む事業者が固定化しているほか、
日本酒、稲庭うどんに次ぐ第三の輸出商材が見
出せていない。

○ 日本酒・稲庭うどん以外にも、その他商材（特に発酵食
品）の輸出が伸びており、今後も輸出商材の多角化に取
り組む。新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を踏ま
えてオンライン商談を行い成約数を確保する。

○ 発酵ツーリズムについて、コロナ禍によりツ
アー実施が困難な状況が続いているが、今後の
観光需要回復を見据え、発酵ツーリズムと他の
観光資源を組み合わせた事業展開を一層強化し
ていく必要がある。

○ 発酵ツーリズムのＨＰ等での発信や他の観光資源と組み
合わせた情報発信を行い、｢食｣と｢観光｣の連携を強化し
ていく。

（３）

○ マッチング商談会は、回を重ねるにつれ来場す
るバイヤーが固定化しており、県内食品事業者
の参加意欲の低下が懸念される。

○ 新規バイヤー獲得のため新商品開発を促し、展示商品を
より魅力のあるものにする。

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大により、県外
バイヤーが来県できない状況が発生している。

○ 利便性の向上も踏まえて来秋が困難な県外バイヤーにつ
いてはオンラインで商談を行うが、新型コロナウイルス
感染症対策を徹底し、できるだけ集合開催の商談会を再
開する。

良い商品は多いと思いますが、パッケージや売
り方にもっと力を入れたほうがいいと思う。県
内にも優れたデザイナーやクリエイター、作家
がたくさんいるので、すぐに県外に依頼したり
お金を払うのでなく、秋田県内のチームワーク
で物販を目指したほうがいいと思う。（県民意
識調査より）

● 商品開発に取り組む事業者に対し、総合食品研究セン
ター等と連携し、パッケージの変更も含めた商品開発支
援を行うとともに、展示会や商談会の開催により、新商
品の販路拡大の機会を創出する。

（２）

○ 県内食品製造業は、従業者数30人以上の比較的
規模の大きな事業所が少なく、１事業所当たり
の製造品出荷額等も少ない状況にある。

○ 県内食品製造事業者の事業活動の中核を担う人材の育成
と共に、生産性向上に向けた事業者間連携や先進技術導
入等を支援する。

（１）

○ 米どころでありながら、秋田米を活用した米加
工品の魅力を県内外へ伝えきれていない。

○ 秋田米使用を示すロゴマークの普及、ガイドブックの作
成等を通じ、消費者、バイヤーをはじめとする関係者へ
訴求する取組を行う。

○ 令和４年にデビューするサキホコレの試作を含
め新商品の開発の機運は高まっているが、依然
として新型コロナ感染症の影響が大きいこと
や、オリジナルあめこうじなど本県の特色ある
素材を生かした商品の販売量、金額が伸びてい
ない。

○ 生産から加工、販売までの一貫した体制づくりや県オリ
ジナル技術を活用した製品開発を推進することで、米加
工分野の製品開発を推進する。

●

総合評価 評価理由

Ｄ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「食料品・飲料等製造品出荷額等」は「ｎ：未判明」であり、定量的
評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年度実績値が1,335億円となり、３年度目標値（1,300億円）の102.7％の
水準に達しているが、直近２年度の実績値は２年連続で減少している。また、３年度は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大に伴った外食需要の減少などにより、国内の日本酒の課税移出数量が対前年比90.4%と減
少しているほか、県が各業種に行ったヒアリング等によると、お土産品等としての売上げが大きい稲庭う
どんやいぶりがっこも対前年度比約１割ほど減少しており、３年の目標値を下回る見込みとなっている。

コロナ禍により売り上げが落ち込んだ事業者を支援するため、昨年度に引き続き、県内31蔵元が連携した
統一ラベルの清酒等の販売や特別販売会の実施、通販サイトで県産品を販売している県内事業者への送料
や販促費用等の補助を行ったところ、統一ラベル酒は約4.550万円（対前年度比1,650万円増）、特別販売
会では約2,000万円（対前年度比200万円増）を売り上げたほか、同補助制度では18社の売上げが対前年度
比平均107％、注文件数で105％となった。また、首都圏において東京都のアンテナショップ等で利用でき
る割引券を８万枚配布し、対前年度比140％の売り上げとなるなど、県内や首都圏等での日本酒や県産品
の販売拡大につながった。

また、「あきた発酵ツーリズム」については、コロナ禍にもかかわらずあきた発酵ツーリズム拠点施設の
来場者数は堅調に推移している。アフターコロナにおける誘客の増加を見据え、オンラインイベントや発
酵カレッジ等による観光誘客プロモーションを実施した。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(104.3%) － －

出典：経済産業省「工業統計調査」 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ｎ ｎ

1,290 1,300

実績 　(H27)　1,205 (1,401) (1,347) (1,335) Ｒ４.８月判明予定 Ｒ５.８月判明予定

代表指標①

食料品・飲料等製造品出荷額等（億円）

目標 1,260 1,280

達成率 (106.9%)

４－２　「食」がリードする秋田の活性化と誘客の推進
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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（２）

○ 多くの文化団体等が活動の機会が失われている
ことに加え、担い手の高齢化で後継者不足や活
動を実施するための資金不足等の課題を抱えて
いるほか、若者が文化に触れる機会の確保や育
成の観点で取り組んでいる事業への参加が伸び
ない。

○ 文化団体等の活動への助成をはじめ、若者の作品発表機
会の充実を図るほか、新たに質の高い音楽の鑑賞や技術
指導などを通じた音楽文化の向上を図るとともに、県内
外の若者に本県の伝統芸能に関心を持ってもらえるよ
う、由来等の紹介や実演を組み入れた体験プログラムの
作成に引き続き取り組み、県全体で若者育成の機運の醸
成を図る。

（３）

○ 令和４年６月に開館する「あきた芸術劇場ミル
ハス」については、質の高い文化芸術活動の推
進や賑わいづくりが求められている。

○ 東北最大級の規模を誇るミルハスでは、グランドオープ
ンとなる９月以降、多彩な文化芸術の公演や全国レベル
の会議等が行われるほか、エントランスロビーなどホー
ル以外の空間を活用したイベント開催などにより、賑わ
いの創出を図っていく。

（１）

○ 新型コロナウイルス感染症の長期化に伴い、本
県の芸術文化に触れる鑑賞等の機会が低下して
おり、その魅力を十分に発信にできていない。

○ アフターコロナを見据え、感染症対策を講じながら、引
き続き、芸術文化活動を推進するとともに、民間の人的
資源やノウハウを活用しながら秋田ならではの文化の魅
力を県内外に積極的に発信する。

● 秋田に住んでいても、かまくら、なまはげと
いった全国的なものしか分からないので、まず
は県内の人に知られていない部分をアピールす
るべき。（県民意識調査より）

● 民謡や伝統芸能等、本県が誇る文化について、県民が気
軽に発表・鑑賞できる｢あきた文化交流発信センター｣
や、文化情報サイト｢ブンカＤＥゲンキ｣などで紹介する
ほか、あきた芸術劇場ミルハスでの公演開催や館内での
映像再生等により積極的に情報発信を行っていく。

総合評価 評価理由

Ｄ

●

■

代表指標の達成状況については、①「文化事業への来場者数」は「ｄ」判定であり、定量的評価は
「Ｄ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

97.9% 11.7% 14.9%

出典：県文化振興課調べ 指標の判定 ａ ｂ ｅ ｄ

465,000 470,000

実績 　(H28)　449,311 315,365 465,879 450,445 54,435 69,947

代表指標①

文化事業への来場者数（人）

目標 455,000 460,000

達成率 102.4%

４－３　文化の発信力強化と文化による地域の元気創出
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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○ 体育施設は老朽化に加え、自然災害による施設
の被害が増加している。

○ 「あきた公共施設等管理計画」等により、年度ごとの実
施計画を策定した上で、施設管理者と協議の上、優先順
位の高いものから計画的に施設の整備、改修を進める。

（３）

○ ビジネスパーソンや子育て世代が気軽に運動で
きる機会が不足しているほか、子どもや若者が
スポーツに親しむことができる場が少ない。

○ 県スポーツ科学センターが開催している健康教室等に外
部講師を活用するなど、若い世代がスポーツに関心を持
つように促すとともに、スポーツ参画人口の拡大に向け
て、Ｗｅｂ配信などスマホやタブレットなどを活用した
事業を実施する。

（４）

○ 各地域でスポーツ参画人口の拡大やスポーツを
通じた健康増進に資する指導人材の育成が進ん
でいない。

○ 総合型地域スポーツクラブのアシスタントマネジャーの
養成セミナーを開催し、総合型クラブの質的充実と地域
スポーツを支えるスポーツマネジメント人材を養成す
る。

○ 中学生女子の運動習慣の二極化傾向や高校女子
の運動部活動離れが見られる。

○ 女性アスリートを取り巻く環境を改善するために、女性
特有の課題への対処方法や女性がスポーツに参加しやす
い環境づくり等について協議する場を設置する。

● 小・中学校のスポ少や部活動では、指導者の確
保や指導者のスキルによって地域格差がある。
仕方ないとは思うが、能力のある生徒児童が埋
もれていくと考える。（県民意識調査より）

● 競技の専門性を有する地域人材の活用を促進するととも
に、各種指導者研修会等により指導者の資質向上を図
る。また、競技団体が主体となり、学校の枠を越えた合
同練習会等により、選手のレベル等に応じ、適切な指導
が受けられる環境を整備する。

（１）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によ
り、ホストタウンでの事前合宿が一村を除き中
止となった。その一村においても、見学や県民
との交流が制限された。

○ これまでに取り組んできたホストタウンの活動を大会の
レガシーとして活用し、相手国・地域との今後の更なる
交流発展に向け、市町村と連携して取組を進めていく。
また、オリンピック教室を通じてオリンピックの価値を
伝え、スポーツの普及につなげていく。

（２）

○ 少子化によりジュニア層の競技人口が減少して
いる中、指導者の不足等により競技能力の高い
小中学生が県外校へ進学している。

○ 令和４年度より「チームAKITAスタートアップ支援事業」
を実施し、競技団体が主体となり、学校の枠を越えた小
中高校生が競技に取り組める環境を整備し、競技人口の
維持・確保に努める。

総合評価 評価理由

Ｃ

●

■

代表指標の達成状況については、①「成人の週１回以上のスポーツ実施率」は「ｃ」判定であり、定量的
評価は「Ｃ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

88.6% 95.9% 89.2%
出典：秋田県スポーツ推進委員協議会「全県体力テスト・ス
ポーツ実態調査」 指標の判定 ｄ ｃ ｂ c

61.0 65.0

実績 　(H28)　49.5 46.9 48.0 50.5 58.5 58.0

代表指標①

成人の週１回以上のスポーツ実施率
（％）

目標 54.0 57.0

達成率 88.9%

４－４　「スポーツ立県あきた」の推進とスポーツによる交流人口の拡大
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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● ネットワーク以前に、劣化した既存の道路を直
す方が先だと思う。（県民意識調査より）

● 道路利用者の安全を確保するため、橋梁やトンネルなど
については、長寿命化修繕計画を策定しており、今後も
計画的に補修等を進めていくほか、舗装の劣化について
は、望ましい管理水準を保てるよう、ライフサイクルコ
ストの低減を図りながら、補修に必要な財源の確保につ
いて、国に対して要望していく。

（５）

○ 「道の駅」は、災害発生時に、避難、救助等の
応急活動の基地となるが、防災拠点としての機
能が脆弱な道の駅がある。

○ 道の駅の更なる防災機能強化に向け、防災拠点自動車駐
車場に指定された「道の駅」の駐車使用範囲制限標識等
整備に取り組んでいく。

（３）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により
コンテナ取扱量は減少しているが、秋田港アク
セス道路の重要性は変わらず、経済団体等から
の早期完成を望む声は多い。

○ 事業中の秋田港アクセス道路の早期完成に向けて、今後
も関係機関との連携を強化し、必要な財源確保につい
て、国に対して要望していく。

（４）

○ 県内間を繋ぐ主要な生活道路について、冬季安
全対策やバイパス化等の整備・改修を望む声が
多い。

○ 道路利用者の安全を確保するため、優先度の高い箇所か
ら計画的に整備を進めていくほか、財源確保について
も、国に対して要望していく。

（１）

○ 高速道路の開通見通しが一部公表されていない
区間があり、企業誘致や物流、観光振興等への
影響が危惧される。（県民意識調査で同様の意
見あり）

○ 関係機関との連携を強化し、高速道路の開通見通しにつ
いて、未公表区間を早期に公表するよう国に対して要望
していく。

（２）

○ 国道105号大曲鷹巣道路の「大覚野峠地区」は、
地すべりや雪崩等による交通障害が頻発するた
め、物流関係者等からの改善を望む声が多い。

○ 国による権限代行事業で行われることとなったが、引き
続き早期着工を、国に対して要望していく。

総合評価 評価理由

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「県内高速道路の供用率」は「ａ」判定であり、定量的評価は
「Ａ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ａ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

100.0%

出典：県道路課調べ 指標の判定 ａ ａ ａ ａ

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

92

実績 　(H28)　90 90 90 90 92 92

R元 R２ R３

代表指標①

県内高速道路の供用率（％）

目標 90 90 92

４－５　県土の骨格を形成する道路ネットワークの整備
指標名 年度 現状値 H29 H30
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（４）

○ 秋田内陸縦貫鉄道及び由利高原鉄道について、
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によ
り、国内利用客が減少しているほか、外国人の
利用も大幅に減少しており、厳しい経営環境が
続いている。

○ 安全対策にかかる経費負担の軽減への支援等により運行
の維持・確保を図りながら、貸切列車割引利用への補助
など県民等の利用促進に向けた支援を行う。

（３）

○ 人口減少や運転手不足に加え、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大の影響等により、住民生活の
基盤となる地域公共交通の維持・確保が一層困
難になっている。

○ 地域の実情を踏まえ、路線バスやコミュニティ交通のほ
か、住民が主体となる自家用有償運送など様々な交通
モードを組み合わせ、持続可能な地域交通の形成に取り
組む。

● 利便性の高い交通ネットワークとなると、まだ
まだ不十分では。秋田市内、各地のスポットな
どに直接アクセスできるような交通手段があれ
ば良い。（県民意識調査より）

● 運賃支払いのキャッシュレス化やバスロケーションシス
テム導入による運行位置情報の提供など、デジタル技術
を活用して利便性の向上を図る交通事業者等の取組を支
援するほか、各市町村の地域公共交通会議等において、
今後の交通ネットワークのあり方について議論を促して
いく。

（２）

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による減便は
次第に解消しつつあるが、秋田空港及び大館能
代空港の利用者数はコロナ禍により、大きく減
少しており、その回復は鈍い。

○ 両空港共に利用者数の早期回復を図るため、旅行商品造
成への支援等を積極的に実施するとともに、特に大館能
代空港については、３往復運航の定着・継続に向け、利
用者へのキャッシュバックキャンペーンや羽田からの乗
継利用の拡大を図る取組等の施策を展開する。

○ 新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大と影
響の長期化に伴い、インバウンド回復に備えた
国際定期航空路線等の誘致活動の停滞が懸念さ
れる。

○ 渡航制限緩和の動きや現地旅行会社・航空会社の動向、
外国人旅行者のニーズの変化を注視しながら、引き続き
国際定期航空路線等の誘致を進める。

（１）

○ 秋田新幹線の岩手県との県境から田沢湖駅まで
の区間は、急峻な山岳地帯を横断するため、悪
天候等による運休や遅延がたびたび発生してお
り、利用者の利便性が損なわれている。（県民
意識調査で同様の意見あり）

○ 災害リスクを低減するため、秋田新幹線の新仙岩トンネ
ル整備計画の早期実現に向け、国に対し財政支援の要望
をしていくとともに、地域への経済波及効果等を示しな
がら啓発・広報活動を実施するほか、シンポジウム等を
通じて県民等の機運醸成を図る。

○ 奥羽・羽越新幹線の整備計画路線への格上げを
目指しているが、全国的な新幹線の整備の遅れ
等により、その目処がたっていない。

○ 秋田県奥羽・羽越新幹線整備促進期成同盟会を母体に、
県民等への広報活動を実施するほか、関係県と共同で取
りまとめた両新幹線の費用対効果や整備手法の研究結
果、地域ビジョンを活用し、関係自治体等との連携のも
と、国等への要望を継続して実施する。

総合評価 評価理由

Ｄ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「秋田県と県外間の旅客輸送人員数」は「ｎ：未判明」であり、定量
的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響により、３年度実績値も前年度と同程度の水準
となることが想定される。
そのような中においても、航空会社・フェリー事業者に対する着陸料等への助成や、バス・タクシー事業
者等が事業継続を図るための支援を実施し、広域・地域の両面で交通ネットワークを概ね維持したほか、
アフターコロナにおける需要の回復を見据えて、秋田・大館能代空港について、感染防止機能を向上させ
るための施設改修や備品の購入に対する助成等を行い、必要な取組を着実に実施した。

成果・業績指標①「一般乗合旅客自動車運送事業免許キロ数」については、乗合バス事業者及び市町村に
対する運行費助成や路線再編の支援、地域の関係者が一体となった利用促進の取組への支援などにより目
標を若干下回ったものの、概ね維持されている。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(98.3%) (30.4%) －

出典：国土交通省「旅客地域流動調査」 指標の判定 ( ａ ) ( ｂ ) ( ｅ ) ｎ

5,522 5,567

実績 　(H27)　5,392 6,015 (6,795) (5,384) (1,676) Ｒ５.３月判明予定

代表指標①

秋田県と県外間の旅客輸送人員数（千
人）

目標 5,435 5,479

達成率 (125.0%)

４－６　交流の持続的拡大を支える交通ネットワークの構築
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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■戦略５　誰もが元気で活躍できる健康長寿・地域共生社会戦略

（２） ○ 意識や行動の変容につながるよう全県的に栄
養・食生活に関する知識の普及・啓発を実施し
ているものの、 新型コロナウイルス感染症の影
響によりきめ細かな働きかけが難しい状況にあ
り、「秋田スタイル健康な食事」の認知度が上
がらない。

○ 住民に親しみやすい資材を活用して普及啓発に努めると
ともに、「秋田スタイル健康な食事」に関する研修会の
開催や市町村への働きかけを強化することにより、普
及・啓発に携わる人材を発掘・育成し、県民の意識や行
動の変容につなげる。

（３）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出の
自粛や各種スポーツイベント中止等の影響によ
り、県民の運動機会の減少が見込まれており、
特に、働き盛り世代、子育て世代と言われる20
～50代のスポーツ実施率が低い。

○ 「あきた元気アッププログラム」の普及継続のほか、ス
ポーツ科学センターが開催する健康教室等に外部講師を
招き、その内容をＷｅｂ配信する等、デジタル技術を活
用して多世代が関心を持てる事業を実施する。

肥満傾向児の出現率は、年々低下傾向が見られ
るものの、全国平均を上回る傾向にある。

○ 肥満傾向児対策等の現代的健康課題の解決について、生
活習慣全般にわたる取組を保健体育課のＷｅｂサイトに
掲載するとともに、各研修等において成果の周知を推進
する。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による育成研
修会の回数・人数の縮小等により、健康長寿推
進員の育成数が伸び悩んでいる。

○ 育成への取組が制限される中でも市町村が効果的に人材
の育成を進められるよう、市町村同士の情報交換や先進
事例の紹介の場を設けるなど、市町村への支援を行って
いく。

（１）

○ 健康に関して無関心な県民や働き盛り世代に対
する取組が不足していることから、意識改革や
行動変容につながっていない。

○ 「秋田県版健康経営優良法人認定制度」の周知や小規模
法人等への健康経営に関する情報提供により健康経営の
県内企業への浸透を図る。また、テレビＣＭ等の様々な
広報媒体を効果的に活用し、県民に対して意識改革や行
動変容を働きかける。

● 健康づくりについてもっとアピールするべきだ
と思う。減塩音頭も浸透している感じがしな
い。（県民意識調査より）

● デジタル技術の活用など、情報の受け手の年代や性別な
どに応じた効果的な情報発信の手法を研究、実施してい
く。新・減塩音頭についても、中高齢者向けのＤＶＤの
作成及び若年層向けの動画作成、Ｗｅｂサイトへの掲載
など、年代に応じた普及啓発により浸透を図っていく。

○

総合評価 評価理由

Ｂ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①－１「健康寿命 男性」、①－２「健康寿命 女性」どちらも「ｎ：未
判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和３年に公表された元年の健康寿命において、前回調査と比較し、延伸年数に
おいては、男女とも全国平均を大きく上回るとともに過去最高の伸び幅となっており、全国順位も20位近
く上げている。そのほか、元年度に立ち上げた「秋田県版健康経営優良法人認定制度」、「健康づくり地
域マスター」では、３年度までにそれぞれ68法人を認定、203人を育成するなど、県民の健康寿命の更な
る延伸に向け、健康づくりの推進体制の整備や県民一体となった取組が着実に推進されている。

また、３年度においては、２年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響により健（検）診の受診
を控える傾向があったことから、密を回避し安心して受診可能な環境を整備するため、ＩＣＴを活用した
健（検）診予約システムの導入を支援し、現在15市町村で利用している。そのほか、医師会等からの協力
を得ながら、全県の248施設において、かかりつけ医や薬剤師などからの受診勧奨等をはじめとした健
（検）診受診の必要性についての啓発活動などを行い、コロナ禍においても健康づくりに対する気運の維
持・向上に努めている。

一方、成果・業績指標①「要介護２以上の者（65歳以上75歳未満）が被保険者に占める割合」が全国平均
を上回る状況が続いているほか、がんや脳血管疾患の死亡率が依然として高いことなどから、県民一人ひ
とりの意識改革と行動変容に向けた働きかけを引き続き行っていく必要がある。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(100.8%) － －

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の判定 ｎ ( ａ ) ｎ ｎ

75.87 76.32

実績 　(H28)　74.53 － － (76.00) － －

代表指標①－２

健康寿命　女性　（年）

目標 74.98 75.43

達成率 －

(100.6%) － －

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の判定 ｎ ( ａ ) ｎ ｎ

72.71 73.21

実績 　(H28)　71.21 － － (72.61) － －

代表指標①－１

健康寿命　男性　（年）

目標 71.71 72.21

達成率 －

５－１　健康寿命日本一への挑戦
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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（１）

○ 自殺者数の減少傾向は続いているが、長年の課
題である高齢者の自殺のほか、今後、新型コロ
ナウイルス感染症の影響による働き盛り世代な
どの自殺者の増加が懸念される。

○ 秋田大学に設置された自殺予防総合研究センターと連携
して各世代に対応した自殺予防対策を検討し、将来的に
は世代ごとのプログラムを民間団体等が実施することに
加え、報道機関の積極的な参画により啓発を強化するな
ど、民・学・官・報による自殺対策の強化を図る。

総合評価 評価理由

Ｂ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「自殺による人口10万人当たり死亡率」は「ｎ：未判明」であり、定
量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、速報値は18.8、達成状況は106.5％で「ａ」相当であるが、前年から増加してい
る。また、ピーク時（44.6）の平成15年以降からの減少傾向は継続しているものの、全国平均にはまだ
2.3ポイント届いていない。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(103.7%) (113.5%) －

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ( ａ ) ｎ

20.8 20.1

実績 　(H28)　23.8 24.4 (20.3) (20.8) (18.0) Ｒ４.９月判明予定

代表指標①

自殺による人口10万人当たり死亡率（人
口10万対）

目標 22.4 21.6

達成率 (109.4%)

５－２　心の健康づくりと自殺予防対策
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

（７）

○ 新型コロナウィルス感染症の影響により、ねん
りんピックが中止となったほか、県版ねんりん
ピックについても一部競技が中止となり、予定
どおり実施できていない。

○ 三密を回避できる会場の選定など、新型コロナウイルス
感染症対策を徹底し、高齢者が安心してイベントに参加
できる環境を整えるとともに、参加者の意向を踏まえた
開催日や会場とするなど、参加しやすい環境づくりに取
り組む。

○ 「フレイル」という言葉を全く知らない県民の
割合（令和３年度の県調査では61.5％）が非常
に高く、多くの県民がフレイル対策の重要性を
感じておらず、高齢者層の健康維持の取組がな
かなか進んでいない。

○ 高齢者層を対象に、栄養や運動をメインとしたフレイル
予防についての研修会及び出前講座を行い、日頃の行動
変容につなげるほか、健康づくり地域マスターへのフレ
イル予防に関する研修の実施により、地域の指導者のフ
レイルへの関心を高める。

（６）

○ 特定健診の受診率は全国平均を下回って推移し
ており、特に被扶養者の受診率が低い。

○ かかりつけの医師による健（検）診受診勧奨のほか、歯
科医師、薬剤師・薬局の協力による健（検）診受診勧奨
の展開地域を拡大し、各地域の医療機関等を活用した受
診率の向上を図る。

○ 第３期プランや第２期健康秋田２１計画の目標
値に対して、がん検診受診率（胃・大腸・肺・
子宮頸・乳）向上が進んでいない。

○ 秋田県がん対策推進企業等連携協定により、従業員への
受診勧奨や普及啓発に努めてもらうとともに、コール・
リコールやかかりつけ医による受診勧奨などの取組によ
り、がん検診受診率向上を図る。

（５）

○ 12歳児のむし歯の状況はフッ化物洗口の普及に
伴い改善傾向にあるものの、洗口ができない３
歳以下の乳幼児のむし歯の状況が他県に比して
芳しくない。

○ 県が市町村に提供している乳幼児歯みがきハンドブック
を活用し、保健師や管理栄養士等を通じて歯の萌出前か
らのむし歯予防対策を強化していく。

○ 誤嚥性肺炎予防のための口腔ケアの普及や、地
域包括ケアシステムにおける歯科と他職種の連
携が不足している。

○ 一般県民や医療介護等専門職への訪問歯科保健指導を継
続するほか、地域包括ケアシステムの中で歯科が期待さ
れる役割を果たしている先進地域の好事例を県内で共有
することで多職種連携を推進する。

（４）

○ 健康増進法の改正（平成30年７月）及び秋田県
受動喫煙防止条例の制定（令和元年７月）によ
る規制の内容等が、対象となる施設管理者をは
じめ、県民に浸透していない。

○ 改正健康増進法及び秋田県受動喫煙防止条例について、
セミナーの開催やリーフレットの作成により周知を図る
ほか、望まない受動喫煙防止のために全県域のキャン
ペーンを展開するととともに、受動喫煙防止、若い世代
の喫煙防止及び禁煙支援の観点から施策を推進してい
く。

○ 第２期健康秋田２１計画に基づき、「生活習慣
病のリスクを高める飲酒量」を中心としたアル
コールに関する正確で有益な情報の提供に努め
ているが、生活習慣病のリスクを高める飲酒量
の認知度が向上していない。

○ 秋田県アルコール健康障害対策推進委員会委員などの有
識者との連携により、リーフレット配布等による普及啓
発を図るとともに、研修会等を通じた特定健診や特定保
健指導時におけるアルコール健康障害の未然防止、早期
介入等の指導ができる人材の育成に取り組む。
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（２）

○ 高齢化が進む中、高齢者特有の疾患対策や高齢
者を地域で支える仕組みづくりが進んでいな
い。

○ 高齢者特有の疾患への対策に関して、社会学的側面を含
めた研究等に取り組む秋田大学高齢者医療先端研究セン
ターに対し、引き続き、運営を支援する。特に認知症施
策について人員体制の強化を図る。

○ 新型コロナウイルス感染症等の新興感染症にお
ける対応が求められている呼吸器内科医につい
ては、依然として不足しているほか、結核入院
患者を受け入れる病院が減少している。

○ 秋田大学医学部における呼吸器内科医養成の体制整備
（研究の推進、人材の育成・確保）を引き続き支援す
る。

（１）

○ 医師については、初期研修医数は若干減少して
いるが、修学資金貸与を受けた地域枠医学生等
が医療現場に出始めていることから、一定程度
の成果が見え始めている。しかしながら、依然
として医師不足や地域偏在などは解消していな
い。（県民意識調査で同様の意見あり）

○ 国が示す各二次医療圏ごとの医師偏在指標を踏まえた
「医師確保計画」に基づき、秋田大学や県医師会などの
関係機関と連携しながら、医師不足や地域偏在の解消に
向けた施策を着実に推進する。

○ 看護職員については、絶対数が不足しているほ
か、病床数の減少に伴い、今後は病院からの需
要が減少し、介護保険施設からの需要が増加す
ると見込まれるが、需要に合った就労の場の移
行がなかなか進んでいない。

○ 看護職員については、県看護協会や病院等と連携しなが
ら、ナースセンター等による復職のための情報提供や、
きめ細かな就業支援により再就業をサポートするほか、
在宅医療従事者育成支援事業により、介護保険施設等の
人材確保を進める。

総合評価 評価理由

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「脳血管疾患による人口10万人当たり年齢調整死亡率」、②「がんに
よる人口10万人当たり75歳未満年齢調整死亡率」どちらも「ｎ：未判明」であり、定量的評価は
「Ｎ」。

代表指標①に関しては、速報値は35.6、達成状況は84.8％であり、高齢者医療先端研究センターや救命救
急センター等への支援など脳血管疾患の年齢調整死亡率の低下に向けた取組を進めている。

代表指標②に関しては、速報値は77.2、達成状況は103.3％であり、地域がん診療連携拠点病院等への支
援など75歳未満年齢調整死亡率の低下に向けて取り組んでいる。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(101.9%) (106.0%) －
出典：厚生労働省「人口動態統計」 及び国立がん研究センター
調べ 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ( ａ ) ｎ

81.7 79.8

実績 　(H28)　87.4 83.8 (80.0) (82.0) (76.8) Ｒ４.12月判明予定

代表指標②

がんによる人口10万人当たり75歳未満年
齢調整死亡率（人口10万対）

目標 85.5 83.6

達成率 (106.4%)

(96.1%) (92.6%) －

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の判定 ( ｂ ) ( ｂ ) ( ｂ ) ｎ

32.3 30.9

実績 　(H28)　37.9 37.7 (35.5) (35.0) (34.7) R４.９月判明予定

代表指標①

脳血管疾患による人口10万人当たり年齢
調整死亡率（人口10万対）

目標 35.1 33.7

達成率 (98.9%)

５－３　医療ニーズに対応した医療提供体制の整備
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

（２）

○ 平成30年度から取り組んでいるＳＯＳの出し方
教育について、学校での主体的な取組が進んで
いない。

○ 秋田大学自殺予防総合研究センターが実施する、中高生
と目線の近い大学生を講師としたＳＯＳの出し方講座な
ど、より効果的な取組を推進する。
また、文部科学省通知や自殺対策計画に基づき、学校の
規模や特徴などの条件に合わせ、マニュアルなどを活用
した取組を進めていく。

（３）

○ 自殺の要因や傾向等の把握に当たっては、各種
の統計情報を組み合わせて推測しているが、自
殺者数の減少に伴い、地域における自殺の傾向
把握が難しくなってきており、自殺防止対策が
立てにくくなっている。

○ いのちを支える自殺対策推進センターの協力を得なが
ら、県地域自殺対策推進センターにおいて、必要に応じ
て近隣市町村を含めたデータによる集計・分析を行うな
ど、各市町村による地域の実態把握を支援するほか、秋
田大学自殺予防総合研究センターの調査・分析結果を活
用し、効果的な対策の実施を推進する。また、自殺未遂
者の心のケアを図るための対応訓練など、個別の事案に
対応できる人材の養成等を実施する。

（１）

● 心の病気が恥ずかしいものと思われるような風
土がある。病院の手前で気軽に相談できる環境
について、もっと周知するべき。（県民意識調
査より）

● 県内では、様々な相談窓口で各種の悩みについて相談を
受けているが、街頭キャンペーンやＳＮＳ等でその周知
を進める。また、誰にも知られず気軽に相談できるＳＮ
Ｓによる相談については、インターネット上でも周知を
進める。併せて、相談に踏み出すことができない人を相
談窓口につなぐ「ゲートキーパー」の養成を推進する。
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総合評価 評価理由

Ｂ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「介護施設等の介護職員数」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は
「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和２年度実績値が23,283人であり、３年度目標値の95.4％の水準に達してい
る。中高生等を対象とした介護施設等での職場体験や中高年等を対象とした入門研修等の実施、介護職員
の処遇改善や人材育成等を積極的に実施する事業者の認証評価制度の推進、介護職員の負担軽減や生産性
向上のための介護ロボット・ＩＣＴ等の導入支援など、介護未経験者の新規就労や労働環境の改善による
介護職員の職場定着に向けた様々な支援策を総合的に展開しており、３年度も増加傾向が続くものと見込
まれる。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

（97.0%） （97.6%） －

出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 指標の判定 (  ｂ  ) (  ｂ  ) (  ｂ  ) ｎ

23,850 24,400

実績 　(H28)　20,891 21,228 （21,241） （22,602） （23,283） 判明時期未定

代表指標①

介護施設等の介護職員数（人）

目標 22,750 23,300

達成率 （93.4%）

５－４　高齢者や障害者等が安全・安心に暮らせる福祉の充実
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

町村では病院や診療所が少なく、医師が不足し
ていると思われる。遠隔医療などに本格的に力
を入れるべきだと思う。（県民意識調査より）

● 医療資源が乏しい地域のアクセシビリティ支援として、
医療情報の共有やオンライン診療を活用した地域医療モ
デルの構築に向けて実証事業を行うなど医療分野におけ
るデジタル化を推進する。

（６）

○ 能代・山本区域や秋田周辺区域、由利本荘・に
かほ区域など、一部の構想区域では、将来を見
据え、急性期病床を持つ医療機関の役割分担や
ダウンサイジングの検討・実施が進んでいるも
のの、地域医療構想調整会議の議論が進んでい
ない構想区域がある。

○ 各調整会議において、対応すべき課題について、議論を
より一層深めつつ、地域医療介護総合確保基金を活用し
た支援等を検討する。また、調整会議での議論が進んで
いない構想区域では、関係団体と協力しながら、今後の
医療提供体制のあり方について、構想区域全体で考える
機会をつくる。

（５）

○ 広大な県土を有し、少子高齢化が進む本県の中
山間や過疎地域においては、在宅医療の体制が
不十分な地域や将来的な存続が危ぶまれている
地域があり、地域の患者が安心できる一連の
サービスの総合的な確保が難しい状況となって
いる。（県民意識調査で同様の意見あり）

○ 過疎地域における介護・福祉と連携した一次医療提供体
制の検討会で、不足している医療介護サービスや必要な
体制整備の方向性等の検討を進めるほか、在宅医療の担
い手である診療所の機能維持･確保を図るため、医業承
継に関する取組を進める。

○ 介護施設等医療機関以外での看取りの需要が拡
大していることから、人生の最終段階における
医療・ケアについて、県民の関心を高めること
が求められる。

○ 医療・ケア従事者に対して「人生の最終段階における医
療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等への
理解促進を図るほか、関係団体や医療施設等と連携しな
がら、県民に対しＡＣＰ（人生会議）の普及・啓発を図
る。

●

県民及びがん診療連携拠点病院等の医療従事者
をはじめとする院内スタッフに対し、がん患者
への支援制度がまだ十分に認識されていない。

○ 令和４年度から、若年がん患者の在宅療養支援を始める
ことから、リーフレット等を作成して制度の周知を図る
ほか、妊よう性温存療法や助成制度についても、リーフ
レットの作成や医療従事者等向け講習会の開催等を通じ
て周知徹底を図る。

（４）

○ 救急医療に対する県民ニーズは依然として高
く、広大な県土を有し、医療資源に地域偏在の
ある本県では、広域的に必要とされる三次救急
医療の更なる充実・強化が求められている。

○ 地域救命救急センターの未整備エリアの解消による三次
救急医療提供体制の強化を最優先に取り組んでいくとと
もに、各医療圏の救急医療を担う救急告示病院の運営や
施設・設備等も引き続き支援することで、限られた医療
資源を効率的に活用し、患者の状態に応じた救急医療の
提供体制を整備する。

（３）

○ がん診療連携拠点病院等の指定について、国で
は令和４年度に新たな整備指針を示す予定だ
が、県内各拠点病院等においては、想定される
常勤医師の配置への対応に苦慮している状況に
ある。

○ 秋田大学医学部附属病院を中心とした県内のがん医療連
携体制の強化と、薬物療法の機能強化など、各拠点病院
等における専門性の高い医療従事者の育成等に対して、
引き続き支援を行う。

○ がん患者の相談支援体制強化や社会参画の支援
を図っていく必要があるが、がん患者団体のマ
ンパワー不足や会員の高齢化などにより、十分
な活動ができていない。

○ より活発な患者会活動ができるよう、県内の患者団体と
がん拠点病院相談支援センターの連携強化等を図り、ピ
アサポートの実施など、がん患者支援ネットワークを強
化する。

○
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（７）

○ 実態調査によると、民生委員・児童委員が把握
しているひきこもり状態にある者の８割以上が
支援を受けていない又は支援を受けているかど
うか不明であり、全般的に支援が行き届いてい
ないおそれがあるほか、ほぼ全ての市町村に相
談窓口が設置されているにもかかわらず、民生
委員・児童委員の多くが身近な相談窓口を求め
ており、地域住民に対する周知不足が認められ
る。また、相談窓口は設置されているものの、
様々なケースに適切に対応できる市町村は少な
い。

○ 支援を必要とする方が一人でも多く相談窓口につながる
よう、相談窓口や支援制度について、民生委員・児童委
員を含む地域住民への周知を強化する。また、市町村に
おいて様々なケースに対応できる相談体制の整備の支
援・強化のため、モデル事業を継続する。

○ 障害福祉サービス事業所の工賃向上に取り組ん
でおり、工賃は上昇傾向にあるものの、全国の
平均工賃月額と比較すると本県は低い状態にあ
る。

○ 令和元年から運営している共同受注窓口の利用拡大に向
け、県や市町村等の官公署をはじめ、企業などへの広報
や働きかけを行うとともに、工賃向上に向けた就労支援
事業所の意識改革を促す。

○ 障害者等用駐車区画利用制度が十分に認知され
ていないことから、県民の駐車マナーの徹底が
図られていない。

○ 駐車区画の適正利用化を図る新聞広告、ポスター、県公
式広報媒体により制度の周知を行い、県民の駐車マナー
の向上へとつなげる。

（５）

○ 認知症の人とその家族のニーズと認知症サポー
ター等身近な支援者による地域の支援体制には
地域差がある。

○ 認知症医療の拠点である「認知症疾患医療センター」を
二次医療圏ごとに指定しており、センター職員への資質
向上研修等の開催や地域包括支援センター等との連携強
化を図る。また、県が実施するキャラバン・メイト（認
知症サポーター養成の講師）養成等の人材育成の強化に
向けた取組を推進することにより、地域の支援体制の地
域差の解消を図る。

（６）

○ 障害及び障害者への理解や相談体制の周知が不
十分であり、障害者差別解消推進条例の趣旨が
浸透しているとは言えない。

○ 教育や商工団体等との連携によるハンドブックや研修会
による普及啓発、市町村及び障害者団体の相談窓口の周
知や相談事例の紹介のほか、ヘルプマーク・ヘルプカー
ドの配布窓口を拡大していく。

障害者に対応したサービス提供が少なく受けた
いサービスが十分に受けられない。（県民意識
調査より）

● 障害福祉計画に基づく圏域ごとの必要量や、在宅と入所
のサービス供給量のバランス等を勘案しながら、引き続
き障害福祉サービスの整備を図っていく。

（４）

○ 新型コロナウィルス感染症の影響により、ねん
りんピックが中止となったほか、県版ねんりん
ピックについても一部競技が中止となり、予定
どおり実施できていない。

○ 三密を回避できる会場の選定など、新型コロナウイルス
感染症対策を徹底し、高齢者が安心してイベントに参加
できる環境を整えるとともに、参加者の意向を踏まえた
開催日や会場とするなど、参加しやすい環境づくりに取
り組む。

（３）

○ 依然として特別養護老人ホームへの入所のニー
ズが高く、今後も需要が増加すると見込まれ
る。

○ 介護保険事業支援計画に基づく圏域ごとの必要量や、在
宅と入所のサービス供給量のバランス等を勘案しなが
ら、引き続き整備を図っていく。

○ 障害福祉計画に基づく障害者の地域移行等を進
めるための受け皿となる障害者支援施設・事業
所等が不足している。

○ 障害者の地域移行に必要な基盤整備などに支障を来すこ
とのないよう、障害者支援施設・事業所等の整備促進に
不可欠な社会福祉施設等施設整備費国庫補助金の十分な
予算確保を継続して国に働きかける。

●

（１）

○ 平成30年度からシステム構築の核となる「在宅
医療・介護連携推進事業」が全市町村で実施さ
れているが、地域により取組状況にばらつきが
ある。また、地域包括ケアシステムは地域の実
情に応じて「目指す姿」が異なることから、全
県一律の対応では市町村支援が行き届かない。

○ 各市町村の事業実施状況を把握するとともに、システム
構築状況、「強み・弱み」や「目指す姿」を明らかにし
つつ、地域の実情に応じたきめ細かな支援を地域振興局
を通じて実施していく。

（２）

○ 高齢化が進む中、今後、介護や福祉サービスの
更なる需要の増加が見込まれるが、人材の受け
皿である事業者との連携が十分でなく、人材の
新たな参入や定着が進んでいない状況にある。
（県民意識調査で同様の意見あり）

○ 事業者との連携のもと、介護や福祉の職場のイメージ
アップを図りながら、若者や中高年を含む多様な人材の
新規参入の促進、各層に対応した研修の充実による資質
の向上、労働環境の改善等による定着促進など総合的な
確保対策を推進する。また、新型コロナウイルス感染症
発生施設への応援職員等派遣などを通して、安全で安心
に働ける環境づくりを推進する。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）
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平成30年度から取り組んでいるＳＯＳの出し方
教育について、学校での主体的な取組が進んで
いない。

○ 中高生と目線の近い大学生を講師とし、秋田大学自殺予
防総合研究センターと連携した取組を進めていく。ま
た、文部科学省通知や自殺対策計画に基づき、学校の規
模や特徴などの条件に合わせ、マニュアルなどを活用し
た取組を進めていく。

● お金がない家の子どもや虐待、ヤングケアラー
の子どもたちをもっと支援して救ってほしい。
（県民意識調査より）

● こども基本法では、全てのこどもが、適切に養育される
こと、生活が保障されること、教育を受ける機会等が等
しく与えられることを理念としており、県でもこの方針
のもと、社会的な援助が必要なこどもや家庭に対し支援
を継続していく。

(４)

○ 肥満傾向児の出現率は、年々低下傾向が見られ
るものの、全国平均を上回る傾向にある。

○ これまでの指定地域における肥満傾向児対策等、健康課
題解決に係る取組を保健体育課のＷｅｂサイトに掲載す
るとともに、各研修会等において、その成果の周知を図
る。

○

要保護児童対策調整機関の調整担当者研修等を通して、
市町村の対応力の強化を図るとともに、専門性を有する
相談対応職員を配置した「市町村子ども家庭総合支援拠
点」の設置を積極的に促進する。

（３）

○ 市町村における「子どもの貧困対策計画」につ
いて、令和３年度末現在で20自治体が策定済み
であり昨年度と変更はない。未策定の自治体に
おいては、４自治体が今後作成予定としている
が、１自治体では策定の見通しが立っておら
ず、依然として市町村の取組に差が見られる。

○ 計画未策定の自治体に対して、個別に意見交換をする機
会を設けるなど、計画の策定や施策の推進への継続的な
支援を行う。

○ 令和６年度までに全市町村において、子どもの
貧困対策実施民間団体を設置することにしてい
るが、設置済み市町村数は半数以下となってお
り、居住市町村によって受けられる支援に差が
生じている。

○ 「あきた子ども応援ネットワーク」の活性化を支援しな
がら、全県域における子どもの貧困対策の展開への継続
的な支援を行う。

○ 養育中の里親が、悩みやストレスを一人で抱え込まない
よう、里親養育包括支援(フォスタリング)機関や里親支
援機関の担当者が寄り添い型のサポートを行う体制を構
築し、里親養育の不調を防止する。

（２）

○ 児童虐待相談対応件数が増加しており、児童福
祉司に求められる知識や能力などが多岐にわ
たってきている。

○ 児童福祉司に対する研修充実やＯＪＴを積極的に導入
し、資質の更なる向上を図る。

○ 要保護児童対策に関する市町村の相談体制や担
当職員の専門性が不十分なため、地域の要保護
児童等に対し適切な支援を行うことができない
恐れがある。

○

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（１）

○ 里親制度に対する県民の関心が依然として低い
ことや、「里親＝養子にする」といった偏った
イメージを持つ人が多い。
また、こうした背景から、里親として養育する
ことへの不安や重圧を感じる人が多い。（県民
意識調査で同様の意見あり）

○ 里親養育包括支援(フォスタリング)事業を担う秋田赤十
字乳児院や各児童養護施設と連携し、広報イベントの開
催や、市町村との協働による里親ＰＲブースの出展な
ど、引き続き里親制度の普及啓発を展開する。

○ 里親家庭での養育過程において、子どもの発達
障害、愛着障害による問題行動等から、里親が
養育の困難を感じ、心身の疲労やバーンアウト
（燃え尽き症候群）によって、里親委託の解除
が生ずる懸念がある。

ａ

総合評価 評価理由

Ｂ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「里親委託児童数」は「ａ」判定であり、定量的評価は「Ａ」。

代表指標①に関しては、目標を大きく上回っているものの、全国と比較できる令和２年度の里親委託率
（17.6％）は、全国平均（22.8％）を下回っている。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

出典：県地域・家庭福祉課調べ 指標の判定 ａ ａ ａ

48

達成率 113.6% 108.0% 128.6% 154.8%

実績 　(H28)　16 19 25 27 36

R２ R３

代表指標①

里親委託児童数（人）

目標 22 25 28 31

指標名 年度 現状値 H29 H30 R元

５－５　次代を担う子どもの育成
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■戦略６　ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

（２）

○ 科学技術の進展や産業構造の変化等に伴い、地
元企業等が生徒に求める専門的な知識・技術が
変化しており、指導する教員に必要とされる能
力も高度化している。

○ 工業科の教員を対象とした高度加工技術に係る研修や、
教科「情報」等の教員を対象としたプログラミングに係
る研修を更に充実させ、全県規模での教員のスキルアッ
プを図る。

● 高校教育の場は重要だと思う。特に、農業高校
や工業高校など学んだことを将来地元で生かせ
るように導いていってほしい。（県民意識調査
より）

● 各業種におけるデジタル化の進展に伴う高度化する専門
技術を習得させることを目的に、専門高校において外部
専門人材による特別講義等を実施し、ふるさと秋田の次
代を担う産業人材の育成を図る。

県内企業への新規高校卒業就職者の３年後の離
職率（平成30年３月卒業者：31.8％）は、全国
平均（同：36.9％） を下回ったものの、依然と
して高い水準にある。

○ 離職防止のためのセミナー等を実施し、定着支援の取組
を進めるとともに、就職支援員や教員が、卒業生が就職
した県内企業を積極的に訪問し、卒業生と面談するなど
フォローアップを行う。また、離職者のうちどのくらい
の割合が県内や県外に再就職しているかなどの実態把
握、離職者への県内再就職に必要な求人情報の提供等に
努める。

○ 特別支援学校による職業教育フェアで披露して
いる作業学習の技能（ビルクリーニング、喫
茶、縫製）が、参加した事業所での職場実習の
受入や就労等に結び付いていない場合がある。

○ 関係事業所への職業教育フェアの周知に加え、終了後に
参加事業所を訪問し、技能を披露した生徒を紹介するな
ど、職場実習等の受入れに結び付け、就労につなげてい
く。

（１）

○ 広域職場体験システム（Ａ－キャリア）につい
ては、企業等登録数の増加や学校での利用促進
に向けた取組を推進しているものの、登録数は
伸び悩み、学校でもシステムが十分に活用され
ていない状況にある。

○ 企業等の登録数増加に向けて、関係部局や関係団体等と
の協力を進める。学校での活用については、小・中学校
長等連絡協議会や全県指導主事等連絡協議会、指導主事
による学校訪問等の際に活用を依頼するとともに、学校
教育の指針等にＱＲコードを示すことで検索が容易にで
きるようにする。

○ 高校生、保護者の県内企業に対する理解が少し
ずつではあるが進んでおり、県内就職率が向上
しているが、その水準を維持できるか懸念され
る。

○ 就職支援員や職場定着支援員によるきめ細かな進路支援
を引き続き行うとともに、関係機関との連携により、地
元企業説明会等の充実を図り、県内企業等についての生
徒、保護者の理解を一層深め、県内就職の気運を高め
る。

○

総合評価 評価理由

Ａ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「高校生の県内就職率」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は
「Ｎ」。

代表指標①に関しては、全国との比較を行い分析に活用する観点から、文部科学省の「学校基本調査」に
よることにしているが、令和４年３月末時点で県が独自に調査した速報値である「秋田県高等学校卒業者
の進路状況調査」によると、県内就職率は75.4％で達成率は101.9％であり、「ａ」相当となっている。
高校新卒者の求人倍率が全国的に高い状況下において、関係機関と連携し、地域で活躍する企業の紹介、
求人開拓等のきめ細かな取組を進めており、県内就職率は３年連続で増加した。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ａ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(96.9%) (100.8%) －

出典：文部科学省「学校基本調査」 指標の判定 ( ｂ ) ( ｂ ) ( ａ ) ｎ

72.0 74.0

実績 　(H28)　65.0 66.9 (65.3) (67.8) (72.6) R４.12月判明予定

代表指標①

高校生の県内就職率（公私立、全日制・
定時制）（％）

目標 68.0 70.0

達成率 (96.0%)

６－１　自らの未来を主体的に切り拓き、秋田を支える気概に満ちた人材の育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

(５)

新型コロナウイルス感染症の拡大により、科学
技術に興味・関心がある生徒を対象とした実験
演習や課題研究など、発表する場面及び表現力
を育成する機会の提供が難しくなった。

日程・実施会場の工夫や、ＩＣＴの活用等によるオンラ
イン形式等の実施で対応し、生徒が科学的に探究する力
や態度が高められる機会を創出していく。

（３）

高等学校における特別支援教育では、自校の取
組や成果・課題について、教職員全体の共通理
解が十分に図られていない。

学校の年間計画に特別支援教育の研修会を明記し、多く
の教員の参加を促すとともに、研修終了後に各校の課題
等を協議し、教職員全体で共有する。

個別の支援計画及び個別の指導計画の意義や必
要性に関する教職員の理解が不十分であり、各
計画が十分に活用されていない学校が多い。

教育委員会や特別支援学校の職員が学校訪問した際に、
個別の支援計画及び個別の指導計画の活用に係る事例と
併せて意義を伝えるなど、各計画について分かりやすく
伝え、活用促進を図る。

（４）

市町村における幼児教育推進体制の充実強化を
図ることを目的とした「わか杉っ子！育ちと学
びステップアップ事業」により、教育・保育ア
ドバイザー配置市が拡充されている一方、配置
市と未配置市町村間では、地域や園のニーズに
合った研修支援や小学校との連携に係るコー
ディネート面などで差が出てきている。

従来の取組に加え、幼保小の円滑な接続についての理解
を促すリーフレットの作成・配布や、教育・保育アドバ
イザー未配置市町村に対する研修・訪問支援等の実施に
より、全県域での幼児教育推進体制の充実強化を図る。

（１）

○

●

ＩＣＴを活用した秋田の探究型授業を推進する
に当たっては、全県的に十分なノウハウが蓄積
できていないほか、各校における教員の指導力
に差がある。

「意欲的に学ぼうとする態度や、自ら考え、判
断し、表現する力」は別に、学校教育に限って
育まれるものではないのでは。もっと多様性を
持って育む必要があるように思う。（県民意識
調査より）

○

●

各種研修やＩＣＴ活用推進モデル校である３高等学校に
よる成果発表会の開催などにより、学校間あるいは教員
間で好事例を共有しＩＣＴ活用指導力の差を埋めるため
のスキルアップを図る。

引き続き、地域や家庭、企業等の協力を得ながら、ふる
さとを学びのフィールドにして、校種間連携、地域連携
を重視したふるさと教育の一層の推進を図る。

（２）

学習指導要領の改訂に伴い、「主体的・対話的
で深い学び」の実現に向けた授業改善が図られ
る中で、現場のノウハウが不足している。

引き続き、「学校教育の指針」の策定により教育現場と
の共通認識を持つとともに、「深い学び」が展開されて
いる好事例について学校訪問等を通じ共有を図ってい
く。

総合評価 評価理由

Ｃ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「授業で自分の考えを発表する機会がよくあると思う児童生徒の割
合」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、約10年ぶりの学習指導要領の改訂に伴い、新たな観点からの教育の充実等が必要
となったことから、令和３年度に秋田県学習状況調査の質問項目を見直し、同質問を削除することにした
ため、実績値は不明となっている。なお、同調査で代表指標の質問と趣旨を同じくする「授業で、学級の
友達との間で話し合う活動に進んで取り組んでいる」という項目において、肯定的な回答をした児童生徒
の割合が92.2％とこれまで同様に高い水準になっている。また、同要領の改訂に基づき、新たに「確かな
学力の定着」を測るものとして、「ふだんの授業で、学習した内容について、分かった点や、よく分から
なかった点を見直し、次の学習につなげることができていると思う。」という項目を設定しており、肯定
的に回答した児童生徒（小４～中２）が87.6％となっているなど、確かな学力の育成に向けた取組が着実
に行われているものと捉えている。

全国学力・学習状況調査では、13回連続で全国トップレベルの成績を収めており、特色ある教育の推進に
より、確かな学力の定着が見られる。

高等学校においても、成果・業績指標①「国公立大学希望達成率（公私立、全日制）」が、令和３年度目
標値である59.0％を上回る59.6％となるなど、学力の定着が進んでいる。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

98.7% 98.0% －

出典：県義務教育課「秋田県学習状況調査」 指標の判定 ｂ ｅ ｅ ｎ

91.8 92.0

実績 　(H28)　91.0 91.4 91.1 90.4 90.0 －

代表指標①

授業で自分の考えを発表する機会がよくあ
ると思う児童生徒の割合(小４～中２)(％)

目標 91.4 91.6

達成率 99.7%

６－２　子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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○ ○

○ ○

● ●

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

（２）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、対面
でのイングリッシュキャンプを全て中止したた
め、ＡＬＴと交流ができず、学校外で英語学習
への関心を高める機会が減少した。

各事業において活動内容を工夫し、ＡＬＴや国際交流員
と対面やオンライン又は手紙等でのやり取りを通して、
英語コミュニケーション能力の向上を図るとともに、異
文化及び自国の文化を理解し、国際貢献の精神を育む機
会を提供する。

ＡＫＩＴＡグローバルネットワーク指定校での
優れた取組や実践事例を指定校以外の学校と共
有する機会がない。

国際交流活動や国際教育講座等を通じて、生徒に地域課
題の解決方法が世界規模の課題にどう役立つかを考察さ
せ、オンライン等により海外との交流機会の拡大を図
る。

（３）

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によ
り、直接海外に赴き、交流する機会が減少して
いることから、国際感覚や世界的視野を身に付
けた人材の育成が難しくなっている。

オンラインによる交流を積極的に活用しつつ、新型コロ
ナウイルス感染症収束後は、海外の友好交流地域への派
遣等による青少年交流も速やかに再開するなど、多様な
交流を織り交ぜながら、海外交流の架け橋となる人材の
育成を支援していく。

新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、県
内在住外国人からの生活及び就労等の相談に対
し、適切なサポートが必要となっている。

秋田県外国人相談センターにおいて、県内在住外国人か
らの相談に多言語（英語、中国語、韓国語、タガログ
語、ベトナム語、ウクライナ語）で対応するほか、地域
外国人相談員が各地域で外国人に寄り添いながらきめ細
かく支援していく。また、地域留学生の県内定着に向け
た調査を新たに実施し、意見を参考にしながら、在住外
国人が暮らしやすい多文化共生社会づくりを更に促進す
る。

（１）

英検３級以上相当の英語力を有する中学３年生
の割合については、調査開始以来初めて文部科
学省が求める50％を上回ったが、英検ＩＢＡの
結果によると「読む力」が十分に育成されてい
ない。

「ＡＫＩＴＡ英語コミュニケーション能力強化事業」に
より、国際理解及び英語学習への動機付けを図り、生徒
の英語力を強化する。

水際対策強化のため、来日できなかったＡＬＴ
が多く、中には来日前に辞職した者もおり、必
要な人数を確保できず学校間の格差が生じてい
る。

指導主事による学校訪問や各教員研修を通じて、応用力
を高める言語活動のあり方等について指導助言を行う。

実践的に使えるような対策が取り組まれていな
いと思う。（県民意識調査より）

ＡＬＴ等の人材を活用した効果的なティーム・ティーチ
ングを通して、生徒が自分の考えや気持ちを伝え合う活
動の充実を図る。また、即興型英語ディベート大会等を
通して、自分の意見を即興で伝え合う活動の機会を十分
に確保する。

総合評価 評価理由

Ｃ

●

■

代表指標の達成状況については、①「英検３級以上相当の英語力を有する中学３年生の割合」は「ｃ」判
定であり、定量的評価は「Ｃ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

85.6%

出典：文部科学省「英語教育実施状況調査」 指標の判定 ａ ｄ ｎ ｃ

達成率 102.8% 75.2% －

62.0

実績 　(H28)　37.1 49.1 48.3 39.1 － 53.1

R元 R２ R３

代表指標①

英検３級以上相当の英語力を有する中学
３年生の割合（％）

目標 47.0 52.0 57.0

６－３　世界で活躍できるグローバル人材の育成
指標名 年度 現状値 H29 H30
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●

■

○ ○

○ ○

● ●

○ ○

○ ○

○ ○国が進める中学校における部活動の段階的な地
域移行に当たっては、運営主体となる地域団体
や人材の確保が必要であるが、その掘り起こし
が進んでいない。

県教育委員会、市町村教育委員会、県スポーツ協会、市
町村スポーツ協会等が連携を図りながら、運営主体とな
る団体の確保や指導者の確保をはじめとする多くの課題
をクリアできるように取り組んでいく。

（２）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に
より、学校間の交流及び共同学習や地域の団体
等との交流活動について、規模縮小や内容変更
をせざるを得ない。

コロナ禍においても、取組の質を維持できるように、対
面とオンラインの組合せなど効率的・効果的な取組を一
層進め、特別支援学校間で好事例の共有を図る。

中学校での居住地校交流は、中学部生徒の障害
の程度や発達段階等により、一緒に学習できる
教科等が限られ、学習活動を広げにくいことか
ら、回数の増加が難しい。

居住地校交流の事前学習として障害理解授業を行った
り、実践的な学習活動としてボッチャなどの障害者ス
ポーツを取り上げたりするなどして、幅広い教科等で交
流授業を実施できるようにする。

（３）

○ 校種や性別によって、依然として運動をする子
どもとそうでない子どもの二極化傾向が見ら
れ、一週間の総運動時間が60分未満の児童生徒
については、運動する習慣が確立されていない
ことから、将来の健康問題が懸念される。

○ 授業や遊びの中で自ら進んで運動に親しみながら、多様
な動きを経験し基礎的運動能力を高める取組を充実さ
せ、運動やスポーツが好きな児童生徒を育てるととも
に、望ましい運動習慣の確立や体力の向上を図ってい
く。

（１）

令和２年度の千人当たりの不登校児童生徒数
（国公立小・中学校）は17.0人と、全国平均
20.5人よりも少ない状況にあるが、年々増加傾
向にある。

小学校低学年での不登校児童数の増加や生徒指導上の問
題行動の低年齢化などを踏まえ、小学校教員を対象とし
た「小学校生徒指導研究協議会」を新たに開催し、エリ
アカウンセラーとの連携を強化することで、生徒指導上
の諸課題に対する組織的な取組を推進していく。また、
中学校スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カーの配置時間等の充実を図る。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による活
動の制限や、ＧＩＧＡスクール構想によるネッ
ト機器の急激な普及などにより、インターネッ
ト利用の低年齢化や長時間化が更に進んでい
る。

コロナ禍でも切れ目のない啓発活動ができるように、集
合型研修やオンラインによる研修のどちらにも対応でき
る研修体制を整える。インターネットの低年齢化やＧＩ
ＧＡスクール構想によるネット利用機会の増加に対応す
るため、ネット利用の健全利用について教職員等を対象
としたオンライン研修を実施する。これまでと同様に関
係機関と連携を図り、ネットトラブルへの対応について
の周知も継続して推進する。

学校教育だけで思いやりを育てることは不可能
であり、家庭との連携を取りつつ育むしか方法
はないと思う。家庭環境を考慮した上で、教師
がどう関わるかが一番重要な課題だと思う。教
師をサポートする体制の整備を急ぐべきと考え
る。（県民意識調査より）

「思いやり」は本県道徳教育における重点の一つであ
る。学校教育関係者、保護者、福祉関係者、企業関係者
等を委員とする道徳教育推進協議会で、家庭や地域との
連携の在り方について議論し、その内容をＷｅｂサイト
等で発信していく。また、思いやりの心は、他者に能動
的に接するときに必要な心の在り方であることから、児
童生徒同士のみならず、保護者や地域の方々などとの触
れ合いや、体験活動の充実を図ることで、思いやりの心
を育んでいく。

総合評価 評価理由

Ｄ

代表指標の達成状況については、①「自分にはよいところがあると思っている児童生徒の割合」は「ｂ」
判定、②「運動やスポーツをすることが「好き」な児童生徒の割合」は「ｅ」判定であり、定量的評価は
「Ｄ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

96.9% － 88.0%

出典：スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」 指標の判定 ｂ ｂ ｎ ｅ

69.0 70.0

実績 　(H29)　65.6 65.6 66.0 65.9 － 61.6

代表指標②

運動やスポーツをすることが「好き」な
児童生徒の割合（小５、中２）（％）

目標 67.0 68.0

達成率 98.5%

102.1% － 97.8%

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の判定 ａ ａ ｎ ｂ

84.8 85.4

実績 　(H29)　83.0 83.0 89.1 86.0 － 83.5

代表指標①

自分にはよいところがあると思っている
児童生徒の割合（小６、中３）（％）

目標 83.6 84.2

達成率 106.6%

６－４　豊かな人間性と健やかな体の育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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● 学校・地域それぞれの組織づくりは進んでいる
と思うが、保護者・家庭との結び付きが弱い。
（県民意識調査より）

● 保護者を含むより多くの地域住民が、学校を核に関わり
合うことができるように、地域学校協働活動及び学校運
営協議会制度（コミュニティ・スクール）の一体的な取
組を一層推進していく。

○ 東日本大震災の発生以来、各校の防災教育は一
定の成果を上げているものの、震災から11年が
経過したことで、防災教育を含む学校安全の取
組の形骸化が一部で見られる。

○ 各研修会や学校訪問において、実効性のある学校安全計
画及び危機管理マニュアルの見直しや改善支援を行う。

○ 新型コロナウイルス感染症感染防止の観点か
ら、地域と連携・協働した防災訓練等が実施で
きていない学校がある。

○ 各研修会や学校訪問において、地域と連携・協働した安
全教育の重要性を周知するとともに、既存の学校行事等
と関連付けて実施するなど、好事例や効果的な情報を伝
えていく。

（１）

○ 児童生徒のＩＣＴ活用を指導する教師の指導力
については、ＩＣＴ教育が本格化する過渡期で
あり、学校ごとの差や教師個人の差が見られ
る。

○ 全県指導主事等連絡協議会、学校訪問指導等において各
学校のＩＣＴ活用状況を把握するとともに、ＩＣＴを活
用した授業改善支援事業推進校の取組実績について情報
発信することで、校種間や学校間、教員間の差を狭め、
ＩＣＴ活用を指導する能力の平準化を図る。

（２）

○ 地域学校協働本部は24市町村に設置されたが、
地域住民が担う統括コーディネーターの配置
は、９市町村にとどまっている。

○ 地域住民が担う統括コーディネーターの必要性につい
て、研修会や市町村教育委員会訪問等の機会を捉えて関
係者に伝えていく。加えて、既に配置している市町村の
事例を情報提供することで、地域と学校をつなぐ持続可
能な仕組みづくりに資する役割であることの理解を深め
ていく。

総合評価 評価理由

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「授業の内容がよく分かると思う児童生徒の割合」は「ａ」判定であ
り、定量的評価は「Ａ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ａ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

102.3%

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の判定 ａ ａ ｎ ａ

達成率 102.1% 102.5% －

　(H29)　83.8 83.8 85.8 86.1 － 85.9

R３

代表指標①

授業の内容がよく分かると思う児童生徒
の割合（小６、中３）（％）

目標 84.0 84.0 84.0 84.0

実績

６－５　子どもの成長を支える魅力的で良質な学びの場づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２
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（２）

○ 「高大連携高校生サマーキャンプ」について
は、コロナ禍の影響もあり、オンライン開催に
したところ参加者が増えたが、参加校は依然と
して一部の高校に限られている。

○ 私立高校にも参加を呼びかけるとともに、オンラインに
よる実施を継続し、主会場であった秋田市に集まること
なく、所属高校において遠隔で参加できるようにする。
また、全県の高等学校長に対して事業の魅力を周知し、
参加協力を呼びかける。

○ 卒業生の県内定着を図り、本県産業界等で活躍
できる人材育成の取組が求められている。

○ 学生が低年次から県内企業を就職先としてしっかりと意
識できるよう、大学等が学生に対して行う県内企業と連
携した取組やキャリア教育などに対し、引き続き支援す
る。

（１）

○ 県内高等教育機関が、地域を支える拠点として
の役割を果たしていくため、各機関の特色ある
取組が求められている。

○ スマート農業の普及に向けて、新たに秋田県立大学に設
置された「アグリイノベーション教育研究センター」に
おける取組を支援する。

● 大学の研究成果が地域の活性化とどのようにつ
ながっているのかが不明。アピール不足。（県
民意識調査より）

● 本県が抱える課題の解決に資する共同研究等の実施や、
研究成果の発信、ＰＲなどが一層推進されるよう、大学
の取組を支援していく。

総合評価 評価理由

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「県内高等教育機関による県内企業等との共同研究・受託研究数」、
②「県内高卒者の県内大学・短大への進学率」どちらも「ａ」判定であり、定量的評価は「Ａ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ａ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

98.6% 94.9% 102.3%

出典：文部科学省「学校基本調査」 指標の判定 ｅ ｂ e a

29.6 30.0

実績 　(H29)　28.4 28.4 27.9 28.8 28.1 30.7

代表指標②

県内高卒者の県内大学・短大への進学率
（％）

目標 28.8 29.2

達成率 96.9%

120.0%

出典：県高等教育支援室調べ 指標の判定 ａ ａ ａ ａ

達成率 108.5% 110.4% 118.4%

100

実績 　(H28)　89 86 102 106 116 120

R元 R２ R３

代表指標①

県内高等教育機関による県内企業等との
共同研究・受託研究数（件）

目標 94 96 98

６－６　地域社会と産業の活性化に資する高等教育機関の振興
指標名 年度 現状値 H29 H30
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○ ○

○ ○

○ ○

● ●

○ ○

（２）

コロナ禍の影響やデジタル化の進展により、学
校や県民が施設に求める利用ニーズは多様化し
ている。

施設内におけるインターネット環境の構築や機器の整備
など、ハード面の整備は進みつつある。今後は、利用者
のニーズに対応できるコンテンツの整備など、ソフト面
を充実させていく。

コロナ感染予防から遠くに行けないため、市町
村単位で芸術文化に携われるものがあれば良
い。県北には美術館もない。（県民意識調査よ
り）

美術館・博物館では、これまでも来館が難しい地域に出
向いての移動展示等を行っているが、今後も市町村と協
力しながら適宜開催に努めていく。また、所蔵作品をＷ
ｅｂサイト上の「デジタルアーカイブ」で紹介してお
り、引き続きデジタルコンテンツの活用による遠隔地の
利用者サービスの充実にも取り組んでいく。

世界文化遺産に登録された縄文遺跡群等の保
存・活用に当たっては、地域における取組が重
要であるが、実際に参加する住民が限られてい
る。

大綱に基づき、地域住民の愛着と誇りの醸成やガイドの
育成、副読本の作成・配布による学校教育への働きかけ
等、登録後の保存と活用を見据えた受入態勢の強化につ
いても進めていく。

（１）

○ オンラインの導入や感染症対策の徹底により、
生涯学習講座や事業の実績は回復傾向にある
が、オンラインを苦手とする高齢者や活動に支
援が必要な障害者などのニーズに対応できてい
ないケースも見受けられる。

○ 高齢者や障害者なども気軽に生涯学習に取り組めるよ
う、ワークショップや体験型講座など対面ならではの活
動と、リモート講演会などオンラインの利点を生かした
ものを併用して、利用者のニーズに合った学習機会の提
供に取り組んでいく。

県立図書館が例年行っている学校図書館への計
画訪問を見合わせ、要請訪問のみに限定したた
め、訪問校以外の状況等が把握しづらかった。

学校図書館について研修等の機会を捉えて情報収集し、
県立図書館の図書セット貸出しによる資料整備や、環境
整備等のための情報提供を行う。

「読んだッチ・リレー文庫」により子どもたち
の読書環境の充実を図るとともに、「ふるさと
秋田文学賞」の作品募集等を通じて読書に親し
む気運の醸成を図っているが、スマートフォン
の普及等の環境の変化もあり、成果に結び付い
ていない。

生涯にわたって読書に親しむ環境づくりを更に進めると
ともに、若者を中心とした県民の読書意欲を喚起するた
め、ＳＮＳ等を活用して読書に関する情報発信を強化し
ていく。

総合評価 評価理由

Ｄ

●

■

代表指標の達成状況については、①「芸術・文化施設をセカンドスクール的に利用した小・中学生の割
合」は「ｄ」判定であり、定量的評価は「Ⅾ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

64.1% 51.3% 51.0%

出典：県生涯学習課調べ 指標の判定 ｄ ｅ ｅ ｄ

30.0 31.0

実績 　(H28)　26.6 23.7 24.3 18.6 15.4 15.8

代表指標①

芸術・文化施設をセカンドスクール的に
利用した小・中学生の割合（％）

目標 28.0 29.0

達成率 86.8%

６－７　地域を元気にする住民参加の学びの場と芸術・文化に親しむ機会の提供
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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■基本政策１　県土の保全と防災力強化

①

○ 自主防災組織の新規の結成が進む一方で、高齢
化や地域コミュニティの希薄化により、消滅す
る事例が見られる。

○ 自主防災組織のリーダーとして、自主防災組織の維持活
性化及び消滅抑止を図る人材（防災士）を育成するた
め、県が防災士を養成する「防災士養成事業」を立ち上
げる（令和５年度事業開始）。

○ 町内会や自治会をベースとした組織の結成、維
持が困難となっている地域がある。

○ 「防災アドバイザー派遣制度」の周知を図り、地域の実
情に合わせ、複数の自治会連合体での新規自主防災組織
の結成促進や活動が停滞している自主防災組織への支援
を行う。

総合評価 評価理由

Ｃ

●

■

代表指標の達成状況については、①「自主防災組織の組織率」は「ｃ」判定であり、定量的評価は
「Ｃ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

ｃ出典：県総合防災課調べ 指標の判定 ｃ ｃ ｃ

72.1

達成率 88.9% 87.1% 84.9% 83.6%

実績 　(H28)　68.7 69.6 70.5 71.1 71.2

R２ R３

代表指標①

自主防災組織の組織率（％）

目標 79.3 81.6 83.9 86.2

指標名 年度 現状値 H29 H30 R元

⑤

○ 耐震基準を満たしておらず、耐震補強が必要な
下水道処理場等が多い。

○ ストックマネジメント計画に基づく更新工事と併せて耐
震工事を効率的かつ計画的に実施していく。

（２）　地域防災力の強化

③

○ 気候変動による豪雨等により、土砂災害が激甚
化・頻発化しているため、対策として砂防施設
の整備が望まれているが、整備が進んでいな
い。

○ 土砂災害対策を計画すべき区域は数多くあり、その全て
に砂防堰堤などのハード対策を行うことは、時間的・費
用的に困難である。
ハード対策の強化と共に、土砂災害警戒区域の指定や周
知などのソフト対策により地域の防災意識向上を図るな
ど、総合的な土砂災害対策を推進する。

④

○ 災害発生時における救助物資の輸送等で大きな
役割を果たす緊急輸送道路が、幅員狭小のため
センターラインが引かれていないなど、整備が
十分ではないエリアがある。

○ 国の補助金等を活用しながら、緊急輸送道路の整備を優
先度の高い箇所から進めるとともに、法面対策による安
全確保についても計画的に進めていく。

①

○ 全国的に集中豪雨による被害が激甚化・頻発化
しており、県内においても災害発生箇所におけ
る構造物等に係る事業が集中しているため、従
来の計画による中小河川の整備が進んでいな
い。

○ 浸水被害発生箇所の大規模なハード対策と並行し、短期
間で治水効果を向上させる伐木や州ざらい等を推進す
る。また、浸水想定区域図の作成や水位周知河川を追加
するなど、地域の防災力強化のためのソフト対策を併せ
て推進する。

②

○ 高度経済成長期以降に整備された河川管理施
設・ダムの老朽化が進行しており、更新・改修
に係る費用が増加している。

○ 長寿命化計画に基づき、計画的に補修補強対策を実施す
ることで、施設を延命化し、更新・改修に係る費用の平
準化を図る。

総合評価 評価理由

Ｂ

●

■

代表指標の達成状況については、①「県管理河川の整備率」は「ｂ」判定であり、定量的評価は「Ｂ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

99.8% 99.8% 99.8%

出典：県河川砂防課調べ 指標の判定 ａ ｂ ｂ ｂ

46.5 46.7

実績 　(H28)　45.9 46.0 46.1 46.2 46.4 46.6

代表指標①

県管理河川の整備率（％）

目標 46.1 46.3

達成率 100.0%

（１）　災害に備えた強靱な県土づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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■基本政策２　環境保全対策の推進

97.3%

出典：県環境管理課「公共用水域水質調査結果」 指標の判定 ｂ ｂ ｂ ｂ

達成率 98.7% 95.2% 97.3%

95.0

実績 　(H28)　88.8 91.5 90.7 89.0 92.4 92.4

R元 R２ R３

代表指標①

水環境（公共用水域）に係る環境基準達
成率（％）

目標 91.9 93.5 95.0

○ 年度により増減があるものの、依然として海岸
漂着物が発生し、生態系を含めた環境の悪化や
景観が損なわれる事例が生じている。

○ 海岸漂着物及び漂流ごみ等の効率的かつ適正な回収処理
を行う。また啓発手段としてＳＮＳを活用するととも
に、県内の小学生（４年生～６年生）を対象とした「体
験学習バスツアー」を実施し、海岸漂着物の発生抑制の
ための普及啓発に効果的に取り組む。

（２）　良好な環境と豊かな自然の保全
指標名 年度 現状値 H29 H30

①

○ 温室効果ガス排出量は減少しているが、国の新
たな方針等を踏まえ、従来よりも高い目標に見
直しを行ったため、温暖化対策の取組の更なる
充実が求められているほか、本県では家庭部門
からの排出量が多い特徴がある。

○ 地球温暖化対策の重要性に関する県民の意識醸成と行動
変容を図るため、様々な媒体を活用した普及啓発等を通
じて、行政・県民・事業者・教育機関など県民総参加に
よる省エネや脱炭素化の取組を促進する。

②

○ 石炭火力発電所の新規稼働に伴い、産業廃棄物
の最終処分量が増加している。

○ 産業廃棄物の発生抑制、再使用、減量化及びリサイクル
などの適正処理を推進するため普及啓発及び指導等に取
り組む。

総合評価 評価理由

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「県内の温室効果ガス排出量」、②「廃棄物の最終処分量」どちらも
「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、省エネ化の推進や再生可能エネルギーの導入等により、最新の値である平成30年
度実績において、令和３年度目標値を下回る水準まで温室効果ガス排出量が削減されている。また、県内
各市町村と連携した全県でのクリーンアップ活動に加え、ごみ拾いＳＮＳ「ピリカ」や「あきエコどんど
んプロジェクト」の参加・登録者数がいずれも増加するなど、地球温暖化防止に向けた県民の意識の醸成
と行動の定着が着実に進んでいる。

代表指標②に関しては、最新の値である令和２年度実績が目標未達成となっているが、石炭火力発電所の
新規稼働に伴う産業廃棄物の増加が要因であり、今後も同様の推移となることが見込まれることから、第
４次秋田県循環型社会形成推進基本計画（Ｒ３～Ｒ７）においては、目標値を再設定している。また、３
年度も新型コロナウイルス感染症拡大の影響により各種研修会等の中止・縮小を余儀なくされたものの、
認定リサイクル製品の認定数が２年度よりも増加し、廃棄物の有効利用や発生抑制に向けた取組が着実に
進んでいる。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

(70.0%) (81.4%) －
出典：県環境整備課「秋田県産業廃棄物処理実態調査」、環境
省「一般廃棄物処理事業実態調査」 指標の判定 ( ａ ) ( ｅ ) ( ｄ ) ｎ

328 327

実績 　(H27)　279 313 (303） (429) (389) Ｒ５.４月判明予定

代表指標②

廃棄物の最終処分量（千トン）

目標 331 330

達成率 (108.5%)

ｎ
出典：県温暖化対策課「秋田県における温室効果ガスの排出状
況について」 指標の判定  ( ｎ ) ｎ ｎ

Ｒ７.１月判明予定

達成率 － － － －

実績 　(H25)　10,869 10,318 (10,006) Ｒ５.１月判明予定 Ｒ６.１月判明予定

R２ R３

代表指標①

県内の温室効果ガス排出量
（千トン-ＣＯ2）

目標 10,444 10,359 10,274 10,190

指標名 年度 現状値 H29 H30 R元

②

○ 被災地支援については、東日本大震災以降も全
国各地で大規模な自然災害が頻発しており、技
術職を中心に応援職員の派遣要請が恒常化して
いる。

○ 本県において必要な技術職員を確保しつつ、再任用制度
や任期付職員制度等も活用しながら、引き続き、被災地
の復旧・復興を支援していく。

（１）　地球温暖化防止と循環型社会の形成
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■基本政策３　安全・安心な生活環境の確保

総合評価 評価理由

Ｂ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「交通事故死者数」は「ａ」判定であり、定量的評価は「Ａ」。

一方、取組は進めているものの、成果・業績指標②「雪による人的被害者数（人）」は、全県的に平年を
上回る大雪となった影響、③「消費者教育による出前講座・教育支援講座、啓発講座等の参加者数
（人）」は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、前年より実績は改善したものの、共に目標を大きく
下回っている。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

66.7% 76.7% 106.7%

出典：県警察本部交通部 「交通統計」 指標の判定 ｅ ｄ ｄ ａ

30人以下 30人以下

実績 　(H29)　30 30 42 40 37 28

代表指標①

交通事故死者数（人）

目標 30人以下 30人以下

達成率 60.0%

（１）　犯罪や事故のない地域づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

④

○ ツキノワグマの捕獲数が高止まりしている一
方、農作物被害に明確な減少傾向は見られない
ほか、人の生活圏における出没増加や人身被害
の発生など、軋轢の増加が懸念される。

○ 野生鳥獣管理共生ビジョンに掲げる「人とクマが棲み分
けしながら共に歩む秋田」を目指し、有識者の意見を踏
まえ改定した第二種特定鳥獣管理計画（第５次ツキノワ
グマ）に基づき、農作物被害防止策や出没抑制策等の総
合的な取組を推進する。

○ イノシシ及びニホンジカの目撃情報が増加傾向
にあり、生息域の急激な拡大に伴う農林業被害
の増加が懸念されるほか、隣県で野生イノシシ
の豚熱（ＣＳＦ）の感染が確認されており、県
内での発生・蔓延による家畜への伝染が懸念さ
れる。

○ 新規狩猟者の確保・育成を推進し捕獲圧の強化を図ると
ともに、低密度地域における効率的な捕獲手法の確立及
び被害地域との連携した取組を推進し、農林業被害の拡
大を抑制する。

自然公園美化活動への参加は高齢者が多く、参
加する人数が減少するとともに、活動の範囲が
狭まるなど、活動の継続に不安を抱えている団
体が増えてきている。

○ 状況に応じて活動内容の見直しを行うなど、活動団体の
実態に即したサポートを実施していく。

○ 県内におけるツキノワグマによる人身事故発生
の影響や、新型コロナウイルス感染症の拡大に
よる外出機会の減少等により、子どもが自然に
ふれあう機会が減少している。

○ 自然環境学習施設への電気柵の設置等により、施設利用
者の安全を確保するほか、ツキノワグマの生態や事故防
止に係る正しい知識の普及に努める。また、感染対策を
実施しながら、子どもに自然環境の大切さを伝える機会
の提供を進める。

○ 八郎湖については、各水質指標とも全体的に横
ばい傾向を維持し、近年はアオコの異常発生も
ないが、依然として環境基準は達成できていな
い。

○ 長期ビジョンである「恵みや潤いのある“わがみずう
み”」を実現するため、発生源対策、湖内浄化対策、ア
オコ対策等を継続して実施していくとともに、ＧＮＳＳ
直進アシスト田植機利用による無落水移植栽培など、新
たな技術を活用した実効性の高い対策を推進する。

③

○ 自然環境保全推進員等の高齢化によって自然保
護に携わる人材の確保に苦慮しており、自然環
境の維持が困難になるおそれがある。

○ 関係団体と連携し普及啓発を進めるなど、自然保護に関
わる人材の育成・確保に努める。

○

①

○ 県内の水環境は、概ね良好な状態を維持してい
るものの、一部の河川・湖沼・海域では環境基
準の達成に至っていない。

○ 公共用水域に係る常時監視を継続するとともに、前年度
に排水基準を超過した工場・事業場への立入検査を強化
するなど、水環境の保全に向けた取組を推進する。

②

○ 十和田湖及び田沢湖については、一定程度の水
質が維持されているものの、依然として環境基
準を達成できていない。

○ 十和田湖については青森県と調整を図りながら水質改善
に向けた施策を進め、田沢湖については中和の促進に関
する関係機関の意見交換を継続するなど、水質改善に向
けた施策を推進する。

総合評価 評価理由

Ｂ

●

■

代表指標の達成状況については、①「水環境（公共用水域）に係る環境基準達成率」は「ｂ」判定であ
り、定量的評価は「Ｂ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）
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94.4% 104.4% 110.5%

出典：県生活衛生課調べ 指標の判定 ｂ ｂ ａ ａ

180 200

実績 　(H28)　108 119 134 151 188 221

代表指標②

秋田県ＨＡＣＣＰ認証延べ件数（件）

目標 140 160

達成率 95.7%

－ － －

出典：県生活衛生課調べ 指標の判定 ｄ ｎ ｎ ｎ

0 0

実績 　(H28)　578 343 373 385 811 504

代表指標①

犬猫の年間殺処分数（頭）

目標 179 0

達成率 0.0%

（２）　暮らしやすい生活環境の確保
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３

○ 令和３年度に構築した雪下ろし業者を他地域に派遣する
仕組みを検証するとともに、新たにアンケート用チラシ
を作成し、引き続き業界団体の協力を得ながら、協力業
者の確保に努める。

⑤

○ 令和４年４月からの成年年齢引下げに伴う若年
者の消費者被害の発生・拡大や、高齢者世帯の
増加等に伴う特殊詐欺被害の深刻化が懸念され
るほか、新型コロナウイルス感染症に関連する
消費生活相談の増加、消費生活のデジタル化の
進展や電子商取引の拡大、持続可能な社会の実
現への取組等社会情勢の変化により、消費者問
題は複雑化・多様化している。

○ 「第２次秋田県消費者教育推進計画」（Ｒ２～６年度）
に基づき、関係機関との連携を強化しながら、重点施策
である若年者・高齢者への消費者教育・啓発活動を強化
するとともに、環境に配慮した消費行動など新たな消費
者問題に対応するため、引き続き消費生活相談体制の充
実を図っていく。

交通事故の発生件数は減少しているものの、発
生件数に占める自転車の関係した事故の割合は
増加しているほか、高齢者の自動車運転免許証
自主返納等により自転車利用機会の増加が見込
まれる。

○ 第11次秋田県交通安全計画及び自転車の安全で適正な利
用の促進に関する条例の普及啓発活動をする中で、法令
遵守や交通マナーの向上、自転車損害賠償責任保険等へ
の加入を働きかけていく。

④

○ 人口の減少、少子高齢化の進行等により地域の
支え合い（共助）の力が弱まっており、除排雪
の担い手が不足してきている。

○ 引き続き、地域における住民同士の支え合いを基本とし
た除排雪団体（共助組織）の立ち上げや既存団体の活動
継続を支援するとともに、雪下ろし等安全講習会や損害
保険会社等の協力による除排雪作業中の高齢者等に対す
る声かけやチラシの配布などで、事故防止を注意喚起す
るほか、アシストスーツを除排雪団体に貸し出し、作業
の省力化と活動の活性化を図る。

○ 大雪に備えた、他地域へ派遣可能な雪下ろし協
力業者の一定数の確保が困難となることが懸念
される。

○ 犯罪被害者等が置かれた状況を知る機会は限定
的であり、支援に関する県民の理解が十分とは
言えない。

○ 犯罪被害者等支援への県民理解を促進するため、「犯罪
被害を考える日」街頭キャンペーンの実施や犯罪被害者
週間に「県民のつどい」を開催するなどより効果的な啓
発活動に取り組む。

③

○ 交通事故死者数に占める高齢者の割合が82％と
大幅に増加しており、特に夕暮れ時から夜間に
かけて、歩行者が巻き込まれる事故が多い。

○ 引き続き、県老人クラブ大会や老人クラブ文化祭等の高
齢者が多く集まる機会を捉えて、反射材の配布とその着
用効果の周知を行い、反射材着用を促す。また、関係機
関・団体と連携し、反射材着用推進キャンペーンを実施
するとともに、テレビＣＭ放送等により、「歩行者
ファースト」意識の浸透を図っていく。さらに、高齢者
を訪問する機会が多い民生委員に協力を依頼し、反射材
の配布や事故防止の注意喚起を行う。

○

①

○ 平成14年以降、刑法犯認知件数は全国最少レベ
ルにあるが、子どもへの声かけ事案等は依然と
して多く発生しており、誘拐などの重大事案に
発展することも懸念される。また、子供の安全
確保に向けて見守り活動を各地域で行っている
自主防犯活動団体数の減少や活動員の高齢化が
進んでいる。

○ 地域を中心とした防犯活動を推進するため、安全・安心
まちづくり担当者会議等を通じて、自主防犯活動の推
進、環境整備の促進を図る。また、自主防犯活動団体の
活動状況の積極的なＰＲや活動情報の共有を図るととも
に、優良団体の表彰により活動員の意欲の向上を図り、
活動の活性化と活動員の確保につなげていく。

②

○ 性暴力については被害が潜在化しやすく、相談
に踏み出せないケースがあると言われている。

○ 悩みを抱えた方の相談窓口となる「あきた性暴力被害者
サポートセンター」の取組について、広く周知を行う。
また、若年層が相談しやすい環境の整備を進め、令和３
年度から実施したメールによる相談受付の周知を継続す
るとともに、国が実施するＳＮＳ相談との連携を図る。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）
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総合評価 評価理由

Ａ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「下水道等の汚水処理人口普及率」は「ｎ：未判明」であり、定量的
評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和２年度末（達成率100.0％）から、更に下水道等の整備が進捗しており、令
和４年７月末時点における実績は目標値を達成する見込み。

代表指標②に関しては、指定管理者による利用者目線に立ったきめ細かな運営管理、ＳＮＳ等による公園
の魅力発信や利用者要望を取り入れた事業の実施の効果もあり、平均満足度や達成率が前年度よりも向上
し、目標値を上回っている。

成果・業績指標④「子育て世帯の住宅リフォーム支援戸数」の達成率は114.2％となっており、子育て世
帯への住宅リフォーム支援や令和元年度から新たに開始した県内への移住希望者へのリフォーム支援が、
子どもと暮らしやすい居住環境づくりや移住者の快適な生活環境の確保に寄与している。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ａ」とする。

98.9% 101.0% 102.8%

出典：県都市計画課調べ 指標の判定 ｄ ｄ ａ ａ

88.0 88.0

実績 　(H28)　87.1 84.0 86.1 86.5 88.9 90.5

代表指標②

県立都市公園の平均満足度（％）

目標 87.5 87.5

達成率 98.4%

ｎ
出典：県下水道マネジメント推進課「秋田の下水道（資料
編）」 指標の判定  ( ａ ) ( ａ ) ( ａ )

Ｒ４.７月判明予定

達成率 (100.3%) (100.2%) (100.0%) － 

実績 　(H28)　86.1 86.7 (87.4) (88.0) (88.4)

R２ R３

代表指標①

下水道等の汚水処理人口普及率（％）

目標 87.1 87.8 88.4 88.9

指標名 年度 現状値 H29 H30 R元

③

○ 飲食業や理美容業、クリーニング業などの生活
衛生営業者は、県民生活に密着したものである
が、人口減少による利用者の減、経営者の高齢
化や後継者不足に加えて、新型コロナウイルス
感染症等により経営に甚大な影響を受けてい
る。

○ 生活衛生営業者の指導助言機関である（公財）秋田県生
活衛生営業指導センターの相談指導体制の充実等の支援
を通じて、コロナ禍で厳しい経営環境にある生活衛生営
業者の経営基盤の強化や後継者の育成につなげる。

（３）　安らげる生活基盤の整備

①

○ 所有者の判明しない猫に安易に餌やりしたこと
により増加した猫や譲渡の困難な幼弱猫の引取
り頭数が多い傾向にある。

○ 所有者の判明しない猫からの出産を防ぐため不妊去勢手
術を行い、ＴＮＲ（トラップ・ニューター・リターン）
によって地域猫として住民が適正管理を行うことを提案
するほか、猫の適正飼養（終生飼養、室内飼養等）の一
層の啓発を図り、譲渡の困難な幼弱猫を減少させる。ま
た、幼弱猫の授乳ボランティアの育成及びコロナ禍で開
催を控えていた愛護団体との合同譲渡会の開催により、
譲渡頭数の更なる増加を図り、殺処分数を減少させる。

②

○ 食品衛生法の改正によりすべての食品等事業者
にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が求められるこ
ととなり、ＨＡＣＣＰの導入を困難と考えてい
る小規模な事業者がいるほか、食品等事業者が
取引先より県ＨＡＣＣＰ認証の取得を求められ
るケースが増えている。

○ 食品衛生責任者を対象とした講習会の実施や個別相談に
よる助言、簡易な手引き書による普及啓発、監視時にお
ける指導・助言などにより法令遵守を指導する。また、
県ＨＡＣＣＰ認証の相談に対しては、引き続ききめ細か
に支援を行う。

総合評価 評価理由

Ｃ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「犬猫の年間殺処分数」は「ｎ：未判明」、②「秋田県ＨＡＣＣＰ認
証延べ件数」は「ａ」判定であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、譲渡適性はあるがやむを得ず殺処分した犬猫が43頭で前年度の18頭から増加し
た。これは新型コロナウイルス感染症のまん延防止のため入館制限したほか、動物愛護団体との合同譲渡
会が減少したことが影響したものと考えられる。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

-78-



■基本政策４　ＩＣＴによる便利な暮らしの実現と地域の活性化

○ 行政が持つ公開可能な様々な情報をオープン
データとして民間等に活用してもらう意義や公
開のための手法等について、庁内職員の理解が
進んでいない。

○ 庁内関係課室にオープンデータ化を依頼する際、マニュ
アルの配付と公開方法についての説明を行うとともに
オープンデータ化の目的や意義、手法等の浸透を図る。

○ 限られたリソースで行政サービスの維持・向上
を図るためにはデジタル技術の活用が不可欠で
あるが、業務ごとの最適なデジタル化の手法を
十分に把握できていない。

○ 業務のフロー等を調査・分析し、ＲＰＡやＡＩの活用、
システムの機能改善や連携強化など、各業務において最
適かつ効果的なデジタル化を推進する。

①

○ 携帯電話の不感地域やラジオの難聴地域は順次
解消されているが、いまだ解消されていない地
域がある。

○ 引き続き各市町村の取組を支援するとともに、携帯電話
事業者への働きかけ等を進める。

②

○ 申請・届出等については、書面・対面での提出
を求める手続が多く、窓口の混雑時における待
ち時間や書類の郵送料など、県民や事業者の負
担となっている。

○ 書面・対面手続の見直しを通じて、オンライン化を推進
し、県民や事業者の更なる利便性の向上を図る。

総合評価 評価理由

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「電子申請サービスの申請件数」は「ａ」判定であり、定量的評価は
「Ａ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ａ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

ａ出典：県デジタル政策推進課調べ 指標の判定 ａ ａ ａ

20,640

達成率 104.5% 105.7% 155.1% 258.0%

実績 　(H28)　4,030 3,739 5,224 6,339 10,855

R２ R３

代表指標①

電子申請サービスの申請件数（件）

目標 5,000 6,000 7,000 8,000

指標名 年度 現状値 H29 H30 R元

⑤

○ 観光庁では、平成28年３月に、主要な観光地で
景観計画を策定することを目指す「明日の日本
を支える観光ビジョン」を発布し、県内８市町
が主要観光地に認定されたが、景観計画の策定
が進んでいない市町もある。

○ 景観計画未策定の主要観光地認定市町に対して、策定の
メリットをＰＲするとともに、計画策定のための補助金
活用の提案や市町と連携した計画の立案などの支援を
行っていく。

（１）　ＩＣＴ利活用による県民生活の利便性向上

③

○ 県立都市公園の大規模施設が改築・更新時期を
迎えており、順次整備を進めているが、更新に
複数年を要する施設もあり、一部の施設におい
て、利用を制限せざるを得ない状況が生じてい
る。

○ 公園利用者の要望の把握に努めるとともに、損傷が小規
模なものについては、暫定補修を行うことで、早期の利
用再開を図るなど、利用者への不便を最小にしながら施
設の改築・更新を進めていく。

④

○ リフォーム支援制度の利用者を対象としたアン
ケート結果から、施策目的が理解され高い評価
を受けているものの、利用するまで制度の存在
を知らなかったとの回答も多く寄せられている
ことから、制度の周知不足が懸念される。

○ 子育て世帯に対する支援制度について、Ｗｅｂサイト、
新聞広告、県内全市町村広報誌への掲載、関係機関への
ポスター･リーフレットの配布等を実施するとともに、支
援団体との連携強化に取り組み、制度の一層の周知に努
めていく。

①

○ 道路の消融雪施設の老朽化が進行しているほ
か、園児、児童の移動経路の安全点検結果や、
千葉県の死傷事故を受け行った合同点検から、
交通安全施設等の設置を望む声がより一層高
まっている。

○ 消融雪施設の老朽化対策を計画的に実施するとともに、
安全点検等で抽出した危険箇所の対策を優先度の高い箇
所から進め、今後も通学路等の安全対策を推進してい
く。

②

○ 全県的に下水道等の業務に精通する技術職員の
減少が続いている（Ｈ17:326人→Ｒ1:187人）ほ
か、生活排水処理施設の老朽化も進んでおり、
事業を持続的に運営していくことが困難な状況
となっている。

○ 技術職員の減少に関しては、県と市町村及び民間事業者
が出資する「広域補完組織（官民出資会社）」を設立
し、市町村事業基盤の強化を図る。施設の老朽化につい
ては、生活排水処理構想に基づき、既存施設の集約・再
編、処理区の統合を計画的に行うとともに、ストックマ
ネジメント計画に基づき、管理施設の効率的かつ計画的
な改築・更新を行っていく。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

-79-



①

○ 各自治体が抱える地域課題やＩＣＴによる地域
課題解決事例の情報共有が、まだ十分ではな
い。

○ 継続的に市町村との意見交換を行い、各市町村が抱える
課題の解決に向けた支援を行うとともに、ＩＣＴ活用事
例等を紹介する。

②

○ ＩＣＴが急速に進歩しており、県民に身近な分
野において地域活性化を図るためにどのような
ＩＣＴが利用できるのか、時機を逸することな
く広く普及啓発をすることが難しい。

○ 「秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアム」を
通じて、先進的な導入事例や県内ＩＣＴ企業の技術を紹
介し、関係団体の取組を促進するほか、一般向けの体験
型イベントを通じて、県民の先進技術に関する理解の促
進を図る。

総合評価 評価理由

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「実施されたＩＣＴを用いた地域活性化事業数」は「ａ」判定であ
り、定量的評価は「Ａ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結
果、総合評価は「Ａ」とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

300.0% 400.0% 300.0%

出典：県デジタル政策推進課調べ 指標の判定 ａ ａ ａ ａ

2 3

実績 　(H28)　0 2 3 6 8 9

代表指標①

実施されたＩＣＴを用いた地域活性化事
業数（累積）（件）

目標 1 2

達成率 300.0%

（２）　ＩＣＴ利活用による地域の活性化
指標名 年度 現状値 H29 H30 R元 R２ R３
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